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     海外建設資材情報の有効利用に関する基礎研究 

１． はじめに 

建設事業は戦後の復興期から高度成長時代を経て、我国の社会資本整備や居住環境整備の中核

を担って来た。しかしながら、近年における社会資本整備に対する国民の充足感および建設投資

に対する社会的な制限から、従来と同質･同量あるいはそれ以上の建設事業を今後展開するため

には建設費の縮減が必須条件の一つとなっている。さらに、国内における建設事業の低下に伴い、

建設業は国外に市場の拡大を求めざるを得ないが、この場合国際競争力の向上のためにも建設費

の縮減が重要な課題となっている。 
建設費に占める建設資材のコストは全体の 45％強に達しており、建設費縮減のためには建設
資材コストを低減することが基本条件である。海外の建設資材には廉価で品質に優れたものもあ

り、これらが国内外で障害なく流通することになれば、建設費の縮減に寄与するものと考えられ

る。本研究では、最終的に「安い海外建設資材が何時でも何処でも簡単に入手できる」ネットワ

ークシステムとデータベースを構築することを目標として、システムの基本概念、データベース

の構築方法、システムの利用･運用方法について基礎研究を実施する。 
本システムが開発され、広く活用されれば、建設費の縮減による建設事業の発展に寄与するのみ

ならず、世界に存在する建設資源の有効利用にも貢献することになる。 
 
２．研究目的 
本研究では最終的な目標として「安い海外建設資材が何時でも何処でも簡単に入手できる」ネ

ットワークシステムとデータベースを構築することを考えて、その前提となる ①建設資材の国

際標準を検討することの可否。②データの集積方法・データの利用方法・管理方法。③データ利

用上で重要となる「提供情報の技術的な信頼性」や「建設業でのジャストイン方式」の可否、④

システムの効果の予測。⑤「海外建設資材のデータベース」のあり方について基礎研究をする。 
 
３． 研究方法 
３、１ 研究内容 
「安い海外建設資材が何時でも何処でも簡単に入手できる」システムを構築するため、以下の

課題を研究する。 
１） 海外資材が登録されるための基準として、各資材が一定の技術標準をクリアしている必

要がある、このため、各国間の標準を比較検討し統合するため国際標準が必要となる。国

際標準を検討するために、基礎調査を実施した。調査対象品目としてはセメントと鉄鋼を

取り上げ、中国と韓国の基準と日本との対比を試みる。 
２） 上記システム構築のためのデータの集積方法・データの利用方法・管理方法を研究した。

データの集積方法の基礎資料にするために中国と韓国の両国について、建設資材に関する

関心度合いを調査した。管理方式については国内の建設資材に関する情報公開機関につい

て調査した。このような調査に基づきデータの集積方法案、データの利用方法案、管理方



法案を作成する。 
３） データ利用上で重要となる「提供情報の技術的な信頼性」や「建設業でのジャストイン

方式」の可否等について検討する。 
４） システムが完成し実稼動した状況を想定し、委員により効果の現れ方を想定する。 

 
３、２ 研究期間 
 研究期間は２００３年１０月から２００４年９月までである。 
 
３，３ 研究メンバー 
研究代表者： 東京都立大学大学院土木工学専攻  教授       岩楯 敞広 
研究メンバー：東京都立大学・早稲田大学共同研究海外建設資材研究会 井村 英明 

早稲田大学理工学部社会環境工学科 教授       濱田 政則 
フィックス株式会社  部長             加瀬 正行 
早稲田大学理工学総合研究センター 客員教授     鈴木 明人 

アドバイザー 
財団法人日本建設情報総合センター          鈴木 信行 

 
4. 海外建設資材の現況と調査研究 
 
 我が国では海外建設資材を有効に利用しているが、1994年 12月に「公共工事の建設費の縮減
に関する行動計画」が発表され、その一環として、海外の建設資材の採用が建設費の縮減になる

と施策されてから積極的な対応がなされている。 
 我が国建設市場の海外建設資材の採用についての現況と問題点を調査研究した。 
 
４，１  海外建設資材の積極的利用に関する政府施策の概要 

1） 1994年 12月に「公共工事の建設費の縮減に関する行動計画」が発表された。 
2） 1997年 4月「公共工事コスト縮減対策に関する行動指針」が閣議決定され、その具体的 
施策として、海外建設資材の活用の促進、規格、仕様の標準化，統一化等の見直しが進め

られた。 
3） 2000年 9月に策定された「公共工事コスト縮減対策に関する新行動指針」に基づき、海 
外建設資材の活用モデル工事の実施と海外建設資材に関する情報提供等が充実された。 

4） 2003年 9月策定の「公共事業コスト構造改革プログラム」において，東北，北陸地方整 
備局で海外建設資材の利活用を実施している。 

 
４，２ 海外建設資材の輸入状況 
海外資材に関連した主要資材の鉄鋼全般，セメント，砂利・砕石の輸入量の推移につい 
て、過去数年間の統計指標の検討をおこなった。 



４，２，１ 鉄鋼全般 
 日本の経済環境が活発であった 1995年頃までは、10,000千トンの鉄鋼輸入があったが、 
日本経済の低迷に従い輸入量は減少し，輸出量が拡大している。日本の鉄鋼粗鋼の生産量 
は平均で 100,000千トンを推移しているので、日本経済が活発であれば輸出量が減少傾向 
となり、輸入量が増加基調となる。 
 
表４－１ 鉄鋼の生産・輸出・輸入指標      単位千トン 

 
 
 
 
 
   
 

出所：産業経済省・財務省・鉄鋼統計専門委員会 
 

４，２，２ セメント 

日本のセメント市場は 1994 年からの建設投資の減少でセメント生産量は約 25％の生産減 

となっている。海外からの輸入量も 2000 年の 1,300 千トンをピークとして、その後減少してい

る。外国産セメントの日本市場占有率は約 1.0％代である。 

 

   表４－２ セメントの生産・販売・輸入指標     単位千トン 

 

 

 

 

 

    出所:日本セメント協会・財務省・貿易統計 

 

４，２，３ 砂利・砕石 

砂利・砕石の国内生産は 2002 年で約 700,000 千トンであり 1994 年から 17％減少してい 

る。海外からの輸入比率は約 0.03％～0.04％と非常に低い占有率である。 

 

 

 

 

 

　年度 国内販売 　輸出 輸出/販売 　計 輸入トン 輸入/販売
　　　％ 　　　％

1999 69.854 7,659 9.9 77,512 1,063 1.4
2000 71,072 7,583 9.6 78,655 1,348 1.7
2001 67,520 7,603 10.1 75,123 1,152 1.5
2002 63,804 8,251 11.5 72,055 797 1.1
2003 59,292 9,609 13.9 68,901 834 1.2

　　年度 粗鋼生産 輸出全鉄鋼 輸出比率％ 輸入全鉄鋼 輸入比率％ 　備考欄

1994 101,363 23,623 23.3 10,002 9.9
1995 100,023 22,621 22.6 10,908 10.9
1996 100,793 20,839 20.7 9,039 8.9
1997 102,800 24,271 23.6 9,199 8.9
1998 90,979 27,325 30.1 6,068 6.7
1999 97,999 29,648 30.3 7,012 7.2
2000 106,901 28,438 26.6 7,495 7.1
2001 102,064 32,676 32.1 5,466 5.4
2002 109,786 36,093 32.9 5,392 4.9
2003 110,997 35,379 31.9 5,211 4.7



 

  表４－３ 砂利・砕石の国内生産・輸入指標     単位千トン 

 

 

 

 

 

 

   出所：経済産業省・財務省・貿易統計 

 

４，３ 「海外建設資材品質証明」と「日本工業規格（JIS）」 
日本では「工業標準化法」の規定により、政府,地方自治体が調達する建設資材は日本工 
業規格（JIS）の尊重が規定されている。また建築物は「建築基準法」等の規定で、日本工業規
格（JIS）と日本農業規格（JAS）の適合が規定されている。更に公共工事は国土交通省が規定
している「土木工事共通仕様書」「建築工事共通仕様書」においても日本工業規格に適合してい

る建設材料、またはこれと同等品以上と規定している。 
 我が国は日本工業規格（JIS）を取得する困難さ等を配慮して、「海外建設資材品質証明」制度

を適用し、海外建設資材が建設工事に広く利用される様に便宜を計っている。 

 

４，３，１ 土木系海外建設資材の品質審査証明・・・（資料４－1） 

土木系海外建設資材で品質審査証明を取得している品目は僅か 18 件で、そのうち普通ポ 

ルトランドセメントの許可件数が 5件を占めている。 

 

４，３，２ 港湾工事系海外建設資材の品質審査証明・・・（資料４－1） 

 港湾工事系も 4件と非常に少ない。 

 

４，３，３ 建築材料・設備材料等の品質性能評価書・・・（資料４－1） 

 建築工事系は設備機材を含めて 63 件と土木系と比較して多数である。特に設備系が 

多く、日本企業の海外工場の製品が多数含まれているの特徴である。 

 

４，３，４ 日本工業規格（JIS）マ－ク表示認定工場（鉄鋼関係） 

 経済産業省主管の日本工業規格（JIS）マ－ク表示認定の外国企業工場は相当数あるが、 

建設工事関連の鉄鋼関係は 62 工場である。 

 

 

 

 

　年度 　砂利 　砕石 　その他 　計 輸入トン 輸入/国内
　　　％

1998 289,000 430,000 16,000 735,000 208 0.02
1999 301,000 412,000 16,000 729,000 258 0.03
2000 278,000 431,000 25,000 734,000 315 0.04
2001 263,000 463,000 20,000 746,000 268 0.04
2002 232,000 454,000 22,000 708,000 223 0.03
2003 214



   表４－４ 日本工業規格（JIS）マ－ク表示認定工場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４，４ 「海外建設資材品質審査証明」の認定に関する現状と問題 

 海外建設資材を日本建設市場に供給する場合は公共工事のみならず、民間工事でも日 

本工業規格（JIS）を取得していることが基本条件であり,海外建設資材取扱い企業は、「日 

本工業規格（JIS）」か「海外建設資材品質審査証明」を取得している。 

 品質審査証明制度等について、実際に「海外建設資材品質審査証明」を取得している 

30 数社にアンケート調査し、約半数の企業から回答を得た。 

 

４，４，１ 「海外建設資材の品質審査証明」制度について 

 品質審査証明制度について、下記の質問をした。回答は番号を選択してもらう方式で 

ある。 

 品質審査証明制度は：１）非常に便利な方法である。２）不便な方法と考える。 

３）その他の意見 

 この質問は企業がこの品質審査証明制度をどう受止めているかを聞くためのアンケ－トであ

る。 

 各企業からは下記の回答が多かった。 

２）不便な方法と考える。その理由として 

①不便な方法で、検査試験機関を指定してくる。 

②必要がないのにあえて検査試験機関を作っている印象がある。 

③品質審査証明の有効期間が短すぎる。 

④品質審査費用の低額化を望む。 

  等の意見が多かったが、「品質レベルが検査出来るので有用」との意見もあった。 

 

４，４，２ 海外建設資材品質審査証明]の審査期間と審査料について 

 既に取得している企業に審査期間と審査料の質問をした。その回答をリストア 

ップする。 

 

 

　　　　　　品　目　名 　　認定海外工場数 　　　国　　名

鉄筋コンクリート用棒鋼 9 韓国、台湾など

圧延　鋼材 21 ブラジル、中国、韓国

米国、英国など
構造用鋼管 22 韓国、台湾など

基礎用鋼管 8 韓国

鋼　矢　板 2 韓国



    表４－５ 審査期間と審査料についての回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この調査では、審査・試験する建設資材の技術的多様性と複雑性もあるが、審査手続き・期 

間等で、品目によるばらつきが見られる。 

 平成 10 年 3 月 17 日の市場開放問題苦情処理推進会議第 5回報告書 5－2 で審査後の有効期 

間を 1年から 3年に延長し、審査料を最大 4割引き下げる事としたと報告されているので、現 

在では幾分改善されている。またこのアンケートの回答のいくつかは平成 10 年以前に初回の 

審査を受けている品目も含まれている。 

 

４，４，３ 海外建設資材取扱い企業が直面する問題 

 日本市場に海外建設資材を供給する時に特に障害となる項目を重要度の順に番号で回答し 

てもらうアンケート形式を採用している。回答は「障害となる項目の重要度順位」で示されて 

いる。 

① 使用したことのない認識の少なさ。*１ 

② 日本工業規格（JIS）の取得。 

③ きめの細かいサービス等の商習慣の違い。*２ 

④ 海外建設資材品質審査証明の取得。 

⑤ 一度に大量の資材を建設現場に持ち込まないデメリット。 

⑥ 価格競争力。 

⑦ その他：海外建設資材に対して使用者側がもつ在来品優先の慣習が大きな壁となって

いる。 

既存の製品が優先される傾向にある。 

注（*１日本企業では従来から使用しており慣れた建設資材があるので、あえて新しい海外建設

資材を使用する興味も・認識ももたないことをさす。） 

（*２欧米では基本的に契約書規定のサービスはするが、日本のように契約以外の付帯的サービ

スをあまり行わない｡日本では契約外でも付帯的なサービスをするのが慣習になっている。） 

 

４，４，４ 海外産建設関連資材について大手商社の指摘 

 海外産建設関連資材の活用を阻害する原因および問題点について、大手商社の建設資材取り 

　回答会社 　当初の審査期間 　当初の審査料(円）

　A　会社 　　　　3ヶ月 300,000
　B　会社 　　　　7ヶ月 　　　～
　C　会社 　　　　45日 600,000
　D　会社 　　　　6ヶ月 3,000,000
　E　会社 　　　　6ヶ月 2,000,000
　F　会社 　　　　6ヶ月 300,000
　G　会社 　　　　6ヶ月 1,000,000
　H　会社 　　　　1ヶ月 100,000
　I　会社 　　　　7ヶ月 1,100,000
　J　会社 　　　　30日 600,000



扱い経験者にヒアリングし、その要旨を纏めた。阻害要因および問題点は下記の指摘がある。 

１）工業規格等による理由 

① 工事仕様書に品質,規格等が明示されていて、海外建設資材の参入チャンスが少な

いので、海外産建設資材も採用可能と明示したほうが良い。 

② 海外建設資材の価格が安い場合でも、国産品の方が安心感があるので、海外建設

資材は使いづらいとの意見がある。海外建設資材の使用を奨励するためにもこれ

らを使用した場合の技術的、価格的等のメリットを海外建設資材取り扱い業者等

に開示させる。 

③ 日本工業規格（JIS）と海外規格の国際整合性が整備されていなので、各省庁間で

促進してほしい。 

④ 海外建設資材品質審査証明制度は期間とコストが掛かり過ぎると言われているの

で、審査方法を簡略化し、外国、民間機関にも委託出来る様に検討する。 

２）工事発注者側等による理由 

① 使用実績が少ないため、採用に積極姿勢が少ないので、工事実務者レベルにも推進

する。 

② 日本のコンサルタントは海外建設資材の使用に積極的でないので、主体官庁が指導

する。海外建設資材の知識のある外国のコンサルタントの採用も考慮する。 

３）品質等からの理由 

① 海外建設資材は機能重視の為,日本の細かい品質要求にマッチしないケ－スもある

ので、仕様書等で同等品について明確に定義が必要である。 

② 日本製品の仕様中心の習慣から海外建設資材の信頼度がないので、海外建設資材の

仕様等の指導もできる機関等が日本に必要である。 

４）納期とジャストイン 

① 国産品は通常 2～3ヶ月で納入できるが、海外建設資材は納入まで期間が掛かる場合

が多いので、品目にも拠るが搬入スケジュール等を理解してもらう様に海外建設資

材取り扱い企業は営業することが必要である。 

５）海外建設資材取扱い企業の取組みと営業努力 

① 海外建設資材の情報が少なく,採用検討に苦労するとの意見があるので、海外建設資

材の情報発信と情報提供する機関が必要である。 

② 日本のきめ細かい仕様と商習慣があり、参入に苦労するとの意見がある。海外建設

資材取り扱い企業の努力も必要であるが、安易に過剰なサービスを求めたりするの

でなく、良い,安い製品を求める日本の企業体質も必要である。 

③ 海外建設資材は慣習的に詳細も含めた取り決めが基本であるが、建設資材の種類に

もよるので、理解してもらう様に努力する必要がある。 

６）納入価格について 

① 国産品との価格比較において,価格が国産品と横並びの傾向も見られるケースもあ

るのであまり価格の魅力が無いとの意見もあるので,海外資材の情報集約機関が必



要である。 

 ４，５. 海外建設資材に関する日本貿易振興機構の調査報告 

  この報告書は「公共工事コスト縮減対策関係閣僚会議」（1997・4）で決定され、経済産業省 

作成の「公共工事コスト縮減対策に関する行動計画」の対象調査として実施されたものである。 

１９９８年９月刊行の「対日アクセス実態調査報告書」(建設資材)は常時,建設産業に関連 

していない機関の調査,提案であり,「対日市場アクセスの実態に関し内外における客観的な 

理解に資し,建設的に日本の規制や商慣習のあり方について検討を進める為には、公的規制、 

商慣行等の特徴とその市場参入への影響等を客観的に把握することが重要である」としてい 

る。 

その内容は①公的規制 ②公共工事の調達システム ③日本の流通と商慣行から構成され

ている。 

 

４，６ 海外建設資材の現況調査のまとめ 

本章では、海外建設資材の採用状況、制度的制限，日本工業規格(ＪＩＳ)，海外建設資材品質

審査証明制度、日本の商慣行等について、資料的調査の目的で，海外建設資材取扱い企業，鉄鋼

商社、大手商社，日本貿易振興機構，在日大使館等にアンケ－ト，ヒアリング面談等を行なった。 

 これら上記の調査研究から項目別に課題等を分類し纏めた。 

 

４，６，１ 海外建設資材取扱い企業と外国企業が直面する問題 

４，４，３章および４，４、４章の問題は、日本と外国のビジネス慣習の相違であり，長い間，

海外経験のあるビジネス経験者，外国企業，学識経験者等から指摘されてきた点を述べている。 

 特に「使用したことの無い認識の少なさ」「きめの細かいサービス等の商慣行」の違いは日

本の代表的なビジネス感覚である。これらを完全に解消することは困難であり，長い時間と過程

を必要とするが、海外建設資材に関連しては下記の施策を検討し，推進することが重要と考える。 

１）当報告書の７章で海外建設資材のウエブサイトの提案があるが、その基盤として、「外 

国建設資材等情報センタ－」を設立し、在日在外公館，外国民間企業等から広く海外建設資

材等の技術的，工業規格的，実務的情報を集収し，官公庁，コンサルタント，建設企業等に

情報の提供と共に調査結果の意見を発表する場とする。このセンターは建設資材の供給者側

と使用者側の双方にたった情報の提供，個別のガイダンス，コンサルタントをすることおよ

び建設産業の世界的視野に立った調査・研究を目的とする。 

２）上記センター業務の一環として，国土交通省の海外駐在アタッシェ等を通じて，各国 

の海外建設資材情報の収集と日本の建設資材の施策等を各国に公開する場とする。 

３）在日の外国コンサルタントを活用し、海外建設資材採用時のシュミレーション等を検 

討させる。 

４）建設関連の外国企業を調査し，情報の公開を行なう。 

 

４，６，２ 「海外建設資材品質審査証明」制度 



 土木工事関係の建設資材品質審査証明制度の取得企業は 18 件で，土木工事の建設投資額から 

比較すると非常に低い件数である、この要因はアンケート調査からも理解できる。 

 「日本の国際性の不十分さ」「海外建設資材品質審査証明制度の情報開示の不十分さ」等が言 

われているので、改善策の検討が重要と判断する。 

１） 「海外建設資材品質審査証明機関」は審査手続き等の詳細を一般に公表し，審査期間，

審査料，審査方法等が容易に理解できるシステムにする。 

２） 国内の民間審査機関が一定の技術的要件を具備していれば，代行制度を考察する。 

３） 経済産業省が主管する日本工業規格(ＪＩＳ)の海外委託審査機関の利用を検討する．

日本国内だけでなく，外国でも同様な品質審査が受けられる様にする。これはＷＴＯ/Ｔ

ＢＴ協定の遵守にも寄与する。 

 

４，６，３ 各国の工業規格の標準化 

各国の工業規格がＥＵ各国の様に標準化していれば、海外建設資材の「品質審査証明」制度等

も必要がなくなる。ＥＵ諸国と同様にアジアにおいてもこの様な機運がおきる事を想定し、東北

アジアに日本，韓国，中国の工業基準の標準化を提案する。 

   

5  建設資材工業規格の国際標準についての調査研究 

 

５，１ 調査方法 

 ヨーロッパが EU として、歴史的な経済統合に向けて進んでいる環境にあり、EU ではその経済 

活動の一環として、EU 各国の工業規格の統一化に進んでいる。順次整備された工業規格を各国が 

承認するシステムを取っている。 

アジアにおいても工業規格についての国際化が提唱されているが、アジア各国の工業化の進度

もばらつきがあり、未だに提唱の段階である。現時点では日本政府は経済的、工業的な開発進度

の遅いアジア諸国に統一工業規格を推進するため、国際協力機構（JICA）を通じて「人材育成の

援助」をしている。 

当研究グル－プは国際標準化についてアジア全般ではなく、中国と韓国を選択し、工業規格の

標準化の問題点を明確化するために代表的な製品の規格について調査・研究を実施した。 

 

５，２ 海外建設資材取扱い企業の工業規格の標準化要望 

 今回実施した海外建設資材取扱い企業へのアンケ－トでは、各企業ともアジア諸国に 

おいても EU 諸国の統一工業規格と同様に工業規格が統一化されることを強く要望する意見 

を回答している。 

なお今後の展望として ISO への統一を要望する意見あり、この意見も重要である。 

この要望は実務的に 2ヶ国間以上に国際的ビジネスを行なっている民間企業の真摯な要望 

と理解できる。 

 



５，３ 調査対象国の選定 

 当研究グル-プはアジア諸国の全般を対象とするのではなく、アジア諸国の中で工業化が進ん 

でいる日本、韓国に加えて、工業化、経済発展進度の著しい中国を含む東北アジア 3ヶ国が今後 

のアジアの経済的にまた工業的に指導的役割を担う国として、対象国に選定した。 

参考までに既往の対応として日本政府は工業規格についての2ヶ国間協議も重要であると判断 

し、1979 年以来韓国政府と標準化及び国際標準化に関する日韓の協議をして標準化政策等に関

する意見交換や JIS(日本工業規格)と KS（韓国工業規格）のマーク制度等の協議を行い、意見

の交換をしている。 

なお日本政府は中国政府とも 1997 年から標準化及び国際標準化における意見の交換を行なっ 

ている。 

 しかし 2ヶ国政府間の協議は未だに意見の交換の段階であり、その進度はかなり遅いと判断す 

る。 

 

５，４ 調査対象建設資材 

  調査の対象として、土木工事の主要資材から代表的な資材としてセメントおよび各種鋼材か 

ら鉄筋コンクリート用棒鋼、一般構造用圧延鋼材を土木工事の基幹資材として選び、その建設資 

材品目を日本（JIS）、韓国（KS）、中国（GB）の工業規格の技術的な規定を比較対照することに 

より、問題点を明確化する作業を行なった。 

 

５，４，１ 韓国工業規格（KS） 

 韓国の工業規格は「Korean Industrial Standards」と英文表示され、通称 KS 規格と呼ばれて 

いる。 

 その一覧リストは大分類、中分類、個別条文に分類され、各品目別に構成されている。 

韓国工業規格（KS）の規定条文のコピ－を日本で購入することは出来るが、韓国語中心で、英文

版の条文は限定されている。 

 

５，４，２ 中国工業規格（GB） 

 中国の工業規格は「Chinese Standards」と英文表示され、通称 GB 規格と呼ばれている。 

そのリストは分類別には区分されている。 

 中国工業規格（GB）の規定条文のコピ－を日本で購入することは出来るが、中国語文の条文だ 

けである。 

 

５，４，３普通ポルトランドセメント（低アルカリ形）の品質比較 

  普通ポルトランドセメントの各国の適用工業規格は 

  日本（JIS）・・・・JISR5210－03 

  韓国（KS）・・・・ KSL5201－89 

  中国（GB）・・・・ GB175－99 



上記が 3カ国の普通ポルトランドセメントの工業規格の規格記号である。 

 この各国の工業規格から品質・構成の各要素を資料５－１のポルトランドセメント品質比較表 

で検討する。（資料 5－1） 

１） 品質比較表において要素構成は日本 JIS と韓国 KS の数値は加合物構成で、日本は 1％

以下、韓国は 5％以下の数値を除いて全て同数値である。 

中国の数値との違いがあるが、セメント技術者によれば比表面積で中国が 3000ｃｍ2/ｇ以 

上でるのであれば、特に技術的問題はないとの判断である。 

２） 凝結においても日本、韓国は同数値であり、中国は凝結始発が４５分である。 

圧縮の強さでは各国の数値が相違しているが、許容の範囲との見解であったが、今後更に

セメント技術者に詳細確認の必要がある。 

３） 酸化マグネシウム、三酸化硫黄、全アルカリ、塩化物イオン等の数値も日本、韓国 

はほぼ同様である。 

４）セメント技術者の評価として、日本、韓国は品質、構成について特に障害となるものは 

なく、中国（GB）との整合性も可能なものである。 

 

５，４，４ 鉄筋コンクリ－ト棒鋼の品質比較 

  棒鋼の丸棒、異形鉄筋の科学成分、機械的性質、寸法、質量、質の許容限度、節の高さ等に

ついて、日本、韓国、中国の工業規格の比較表を示す。（資料 5－2） 

   日本（JIS）・・・・JIS G3112－98 

   韓国（KS）・・・・・KS D3504－01 

   中国（GB）・・・・・GB 13013－91（丸棒）、GB 1499－98（異形） 

   が 3 ヶ国の鉄筋コンクリート用棒鋼の工業規格の規格番号である。 

１） 化学的成分比較において、日本はかなりの成分を規定しているが、韓国、中国の 

規定は詳細の規定値が全て規定されていない。しかし韓国、中国でも規定されている数

値はほぼ日本の規格数値と類似している。 

２） 機械的性質においては日本、韓国の数値はほぼ類似している。中国の数値は詳細 

規定が不足しているが、数値的にはほぼ類似している。 

３） 寸法・量・質の許容限度は日本、韓国は同数値であるが、中国規格は日本規格と 

の数値の乖離がある。 

 

５，４，５ 一般構造用圧延鋼材の品質比較 

  圧延鋼材の化学成分、機械的性質、鋼材の厚さ、引張り試験片、伸び、曲げ性能について、 

日本、韓国の工業規格の比較表を示す。（資料 5－3） 

１） 化学成分、機械的性質、引張り試験片、伸び、曲げ性の各項目で日本、韓国は数 

値的に同様である。 

２） 中国の工業規格が現在認識出来ていないので今後の調査としたい。 

 



５，５ 建設資材の工業規格の比較結果まとめ 

  調査結果を基に日本、韓国、中国の建設資材のセメント、コンクリート用棒鋼、一般構造用 

圧延鋼材の工業規格規定を詳細の比較検討を行なった。 

１） 当研究グループとして、セメントにおいては品質、構成要素、圧縮の強さ等をふ 

くめた技術的な比較検討をした結果、関係する日本，韓国，中国の 3ヶ国は、技術的

専門者を含めたグル－プで、今後も研究、検討をすれば、共通の基盤による普通ポル

トランドセメントの工業規格規定が可能であると判断している。 

２） コンクリート用棒鋼、構造用圧延鋼材についても、化学成分、機械的性質等を比較

検討した。日本工業規格と韓国工業規格とは規格規定がほぼ同様であり、特に問題は

見当たらない。 

中国工業規格は今後、韓国と共同で中国の工業規格との比較と研究が進めば、東北ア

ジア 3カ国で共通の基盤の工業規格を共有出来ると判断している。 

 

 



 

 

 

資料５－１ 普通ポルトランド・セメント（低アルカリ形）の品質比較表

　　　日本/JIS 　　　韓国/KS 　中国/GB
　　　品 質・構 成    JIS R5210-03    KSL5201-89    GB175-99 摘　　　要

要素構成　％
クリンカ－・ｃａｃｉｕｍ硫酸塩　　 　95%以上 　　 　95%以上 　　　　85%以上 要素構成：

スラグ 　　　　5%以下 　　　　5%以下 　　　　15%以下 日本：Ｒ5210-86

ポゾラン(凝灰岩）   　　　5%以下 　　　　15%以下 韓国：ＫＳＬ5201-89

フライアッシュ 　　　　5%以下   　　　5%以下 　　　　15%以下 中国：ＧＢ175-85

ライムストン（石灰石） 　　　　5%以下 　　　　5%以下 　　　　10%以下
加合物 　　　　1%以下        5%以下  　　　　1%以下
その他の要素 　 　　　5%以下

密度　ｇ/ｃｍ3

比表面積　ｃｍ2/ｇ 　　　2500以上 　　　2500以上 　　　3000以上

凝結　始発　ｍｉｎ 　 　 　60以上        60以上 　　　　45以上
　　　終結　　ｈ        10以下        10以下 　　　　10以下

安定性　パット法 　　　    良 　　      良
　　 　 ルシャテリエ法　ｍｍ         10以下

圧縮強さ 　　1ｄ
N/ｍｍ2 　　3ｄ         12.5以上          6.86以上 　　　　11.0以上

　　7ｄ         22.5以上         14.71以上
　 28ｄ         42.5以上         29.42以上 　　　　32.5以上
　 91ｄ

水和熱 　　7ｄ
　ｊ/ｇ  　28ｄ

酸化マグネシウム(％)         5.0以下         5.0以下       　 5.0以下

三酸化硫黄(％)         3.0以下         3.0以下 　　　　 3.5以下

強熱減量(％)         3.0以下         3.0以下

全アルカリ(％)         0.75以下  　  　　0.6以下

塩化物イオン(％)         0.035以下

けい酸三カルシウム(％)

けい酸ニカルシウム(％)

アルミン酸三カルシウム(%)

＊関連工業規格
JISA6201・フライアッシュ

JISR5201・物理試験

JISR5202・化学分析 KSL5120

JISR5203・水和熱想定

JISR5204・蛍光X線分析

JISR5211・高炉セメント

JISR5212・シリカセメント

JISR9151・天然石膏

JISZ1505・クラフト紙袋 KSA1542・1553・1543・

クラフト紙袋



 

資料５－2－１ 鉄筋コンクリート用棒鋼の日本・韓国・中国工業規格比較 ＊日本：ＪＩＳ/Ｇ3112-1998
＊韓国：ＫＳ/Ｄ3504-2001
＊中国：ＧＢ/13013-91(丸棒）：ＧＢ/1499-98（異形）

1）化学成分比較
日　　　本 韓 　　国 中 　国
　記号 化学成分％ 記号 化学成分％ 記号 化学成分％

C Si Mn P S C+Mn/6 C Si Mn P S C+Mn/6 C Si Mn

丸棒SR235 　　　－ 　　　－ 　　　－ 0.050以下 0.050以下 　　　－ 丸棒SR240 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－ 丸棒R235 0.14～0.22 0.12～0.20 0.30～0.65

丸棒SR295 　　　－ 　　　－ 　　　－ 0.050以下 0.050以下 　　　－ 丸棒SR300 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－

異形ＳＤ295Ａ　　　－ 　　　－ 　　　－ 0.050以下 0.050以下 　　　－ 異形SD300 　　　－ 　　　－ 　　　－ 0.050以下 0.050以下 　　　－

異形ＳＤ295Ｂ　0.27以下 　0.55以下 　1.50以下 0.040以下 0.040以下 　　　－ 　　　－

異形ＳＤ345 　0.27以下 　0.55以下 　1.60以下 0.040以下 0.040以下 　0.50以下 異形SD350 異形HRB335 0.25 0.8 1.6

異形ＳＤ390 　0.29以下 　0.55以下 　1.80以下 0.040以下 0.040以下 　0.55以下 異形SD400 異形HRB400 0.25 0.8 1.6

異形ＳＤ490 　0.32以下 　0.55以下 　1.80以下 0.040以下 0.040以下 　0.60以下 異形SD500 異形HRB500 0.25 0.8 1.6

異形SD400W 　0.22以下 　0.60以下 　　1.6以下　0.05以下 　0.050以下

異形SD500W  (0.24以下）（0.65以下） （1.7以下）（0.055以下（0.055以下）

＊中国はＨＲＢ335・ＨＲＢ400・ＨＲＢ500の呼称であり各々ＳＤ345／ＳＤ390・ＳＤ490と対象して記載してある。

2）機械的性質比較
日　　　本 韓 　　国 中 　　国
　記号 降伏点又は 引張強さ 引張試験片 　　伸び 　　　　　　曲げ性 　記号 降伏点又は 引張り強さ 引張試験片 　　伸び 　　　　　　曲げ性 　記号 降伏点又は 引張り強さ 引張試験片

0．2％耐力 　　　％  角 度　　　内側半径 0．2％耐力 　　　％   角 度　　　内側半径 0．2％耐力

ｋｇｆ/ｍｍｋｇｆ/ｍｍ2 ｋｇｆ/ｍｍ2ｋｇｆ/ｍｍ2 ｋｇｆ/ｍｍ2ｋｇｆ/ｍｍ2

（Ｎ/ｍｍ2）（Ｎ/ｍｍ2） （Ｎ/ｍｍ2）（Ｎ/ｍｍ2） （Ｎ/ｍｍ2）（Ｎ/ｍｍ2）

丸棒ＳＲ235 　235以上 　380～520 　　2号 　20以上 180°　　　　公称直径の1．丸棒SR240 　240以上 　380以上 　　2号 　20以上 180　公称直径の1．5倍 丸棒R235 　235以上 　370以上

　　3号 　24以上 　　3号 　24以上

丸棒ＳＲ295 　295以上 　440～600 　　2号 　18以上 180  径16ｍｍ以下直径の1．5倍 丸棒SR300 　300以上 　440以上 　　2号 　18以上 180°　径16ｍｍ以下直径1．5倍

　　3号 　20以上 　　 径16ｍｍ超直径の2倍 　　3号 　20以上 　　　　径16ｍｍ超直径の2倍

異形ＳＤ295Ａ　295以上 　440～600 2号に準じる 　16以上 180°Ｄ16以下直径の1．5倍 異形SD300 　300以上 　440以上 2号に準じる 　16以上 180°　径16以下直径の1．5倍

3号に準じる 　18以上 　　　　Ｄ16超直径の2倍 3号に準じる 　18以上 　　　　Ｄ16超直径の2倍

異形ＳＤ295Ｂ　295～390 　440以上 2号に準じる 　16以上 180°Ｄ16以下直径の1．5倍

3号に準じる 　18以上 　　　　Ｄ16超直径の2倍

異形ＳＤ345 　345～440 　490以上 2号に準じる 　18以上 180°Ｄ16以下直径の1．5倍 異形SD350 　350以上 　490以上 2号に準じる 　18以上 180°　径16以下直径の1．5倍 異形HRB335    335以上 　490以上

3号に準じる 　20以上 　　　　Ｄ16超41以下直径の2倍 3号に準じる 　20以上 　　　   Ｄ16超41以下直径の2倍

　　　　Ｄ51直径の2．5倍  　　　　Ｄ51直径の2。5倍

異形ＳＤ390 　390～510 　560以上 2号に準じる 　16以上 180°直径の2．5倍 異形SD400 　400以上 　560以上 2号に準じる 　16以上 180　　直径の2.5倍 異形HRB400    400以上 　570以上

3号に準じる 　18以上 3号に準じる 　18以上

異形ＳＤ490 　490～625 　620以上 2号に準じる 　12以上 90°　Ｄ25以下直径の2．5倍 異形SD500 　500以上 　620以上 2号に準じる 　12以上 　90° Ｄ25以下直径の2．5倍 異形HRB500    500以上 　630以上

3号に準じる 　14以上 　　　　　Ｄ25超直径の3倍 3号に準じる 　14以上 　　　　　Ｄ25超直径の3倍

異形SD400W 　400以上 　560以上 2号に準じる 　16以上 180 　直径の2．5倍

3号に準じる 　18以上

異形SD500W 　500以上 　620以上 2号に準じる 　12以上 90°　Ｄ25以下直径の2．5倍

3号に準じる 　14以上 　　　　　D25直径の3倍



  

資料５－２－２ 鉄筋コンクリート用棒鋼の日本・韓国・中国工業規格比較

3)寸法・質量・及び質の許容限度
日    本 韓    国 中 　国
呼び名 　　直径ｍｍＸ周長ｃｍ 　単位質量 節の平均間隔　節の高さ 節の隙間の 呼び名 　　直径ｍｍＸ周長ｃｍ 　単位質量 節の平均間隔　節の高さ 　節の間隔の呼び名 　　　直径ｍｍＸ周長ｃｍ 　単位質量

　　Ｘ断面積ｃｍ2 　　ｋｇ/ｍ 　　最大値  最小地ｍｍ/和の最大値 　　Ｘ断面積ｃｍ2 　ｋｇ/ｍ 　　最大値 　最小値ｍｍ　和の最大値 　　　Ｘ断面積ｃｍ2 　　ｋｇ/ｍ

             最大値ｍｍ 　　        ｍｍ 　　　　　　最大値ｍｍ　　　　　　ｍｍ

D6 　 6.35x2.0x0.3167 0.249 4.4 　0.3/0.6 5 D6 　6.35x2.0x0.3167 0.249 4.4 　0.3/0.6 5 D6   5.8xＣx0.2892 0.222

D10 　 9.53x3.0x0.7133 6.7 　0.4/0.8 7.5 D10 　9.53x3.0x0.7133 0.56 6.7 　0.4/0.8 7.5 D10   9.6xＣx0.7854 0.617

D13   12.70x4.0x1.267 0.995 8.9 　0.5/1.0 10 D13  12.7x4.0x1.267 0.995 8.9 　0.5/1.0 10 D13

D16   15.90x5.0x1.986 1.56 11.1 　0.7/1.4 12.5 D16  15.9x5.0x1.986 1.56 11.1 　0.7/1.4 12.5 D16  15.4xＣx2.011 1.58

D19   19.1ｘ6.0x2.0 2.25 13.4 　1.0/2.0 15 D19  19.1x6.0x2.865 2.25 13.4 　1.0/2.0 15 D19

D22   22.2x7.0x3.871 3.04 15.5 　1.1/2.2 17.5 D22  22.2x7.0x3.871 3.04 15.5 　1.1/2.2 17.5 D22  21.3xＣx3.801 2.98

D25   25.4x8.0x5.067 3.98 17.8 　1.3/2.6 20 D25  25.4x8.0x5.067 3.98 17.8 　1.3/2.6 20 D25  24.2xＣx4.909 3.85

D29   28.6x9.0x6.424 5.04 20 　1.4/2.8 22.5 D29  28.6x9.0x6.424 5.04 20 　1.4/2.8 22.5 D29

D32   31.8x10.0x7.942 6.23 22.3 　1.6/3.2 25 D32  31.8x10.0x7.942 6.23 22.3 　1.6/3.2 25 D32  31.0xＣx8.042 6.31

D35   34.9x11.0x9.566 7.51 24.4 　1.7/3.4 27.5 D35  34.9x11.0x9.566 7.51 24.4 　1.7/3.4 27.5 D35 7.99

D38   38.1x2.0x11.40 8.95 26.7 　1.9/3.8 30 D38  38.1x12.0x11.40 8.95 26.7 　1.9/3.8 30 D38

D41   41.3x13.0x13.40 10.5 28.9 　2.1/4.2 32.5 D41  41.3x13.0x13.40 10.5 28.9 　2.1/4.2 32.5 D41  38.7xCx 9.87

D451   50.8x16.0x20.27 15.9 35.6 　2.5/5.0 40 D51  50.8x16.0x20.27 15.9 35.6 　2.5/5.0 40 D51  48.5xCx 15.42

＊中国ＧＢの棒鋼は日本・韓国と違い記載の他にＤ8，Ｄ12，Ｄ14，Ｄ18，Ｄ20、Ｄ28,D36のサイズあり、これらは対象記載していない。但しGB40、50はJIS・KSD41,D51と参考として対象記載してある。

4)節の高さ
日　　本 韓 　国 中 　国
寸　法 　　　　　節の高さ 　　　　　　節の高さ 寸　法 　　　　　節の高さ 　　　　　節の高さ 寸　法 　　　　　節の高さ 　　　　　節

　最　　　小 　最　　　大 　最　　　小 　最　　　大 　最　　　小 　最　　　大

D13以下 公称直径の4.0％ 最小値の2倍 D13以下 公称直径の4.0％ 最小値の2倍 D13以下 6mm/±0.3、8～10ｍｍ/±0.5mm,12～

D13～D19 公称直径の4.5％ 最小値の2倍 D13～D19 公称直径の4.5％ 最小値の2倍 D13～D19 20～28ｍｍ/±0.9ｍｍ、32～40ｍｍ/

D19以上 公称直径の5.0％ 最小値の2倍 D19以上 公称直径の5.0％ 最小値の2倍 D19以上 50mm/±1.2ｍｍ

5）異形棒鋼の標準長さ
日　　本 韓 　国 中 　国
標準長さｍ 3.5/4.0/4.5/5.0/5.5/6.0/6.5/7.0/8.0/9.0/10.0/11.0/12.0 標準長さｍ 3.5/4.0/4.5/5.0/5.5/6.0/6.5/7.0/8.0/9.0/10.0/11.0/12.0 標準長さｍ

6）異形棒鋼の長さの許容差
日　　本 韓 　国 中 　国
長　さ 許　容　差 長さ 許　容　差 長さ 許　容　差

7ｍ以下 （＋）40ｍｍ 7ｍ以下 （＋）40ｍｍ 9ｍ以下 （＋）60ｍｍ

　　　0ｍｍ 　　　0ｍｍ 　　　0ｍｍ

7ｍ超える物長さ1ｍ又は端数を増すごとに上記プラスの許容差に更に5ｍｍを加える。7ｍ超える物長さ1ｍ又は端数を増す毎に上記プラスの許容差に更に5ｍｍを加える。

但し最大値は120ｍｍとする。 但し最大値は120ｍｍとする。





  

資料５－３－１ 一般構造用圧延鋼材の日本・韓国工業規格比較
＊日本 JISG3101-95 No.1
＊韓国：KSD3503-98

種類の記号 　  適　　　用  国   名   化  学  成  分 　　　　機　　　械　　　的　　　性　　　　質
      Ｃ/Ｍｎ/Ｐ/Ｓ 降伏点又耐力/Ｎ/ｍｍ2 　引張強さ            鋼 材 厚 さ 引張試験片 　伸び％     　　　　　　　 曲  げ  性

鋼材の厚さｍｍ 　Ｎ/ｍｍ2                    ｍｍ            

16以下/16～40/40超 　曲げ角度 　　内　径　半　径 　試験片

SS330 鋼板・鋼帯・平鋼及び棒鋼　日　　本 ー/-/0.05以下/0.05以下 205以上/195以上/175以上 　330-430 鋼板・鋼帯・平鋼の厚5以下    　 5号   26以上 　　180° 厚さの0.5倍 　　1号

鋼板・鋼帯・平鋼の厚5～16以下  　 1Ａ号   21以上

鋼板・鋼帯・平鋼の厚16～50   　1Ａ号   26以上

鋼板・平鋼の厚40を超えるもの   　  4号   28以上

棒鋼の径、辺又は対辺距離25以下  　   2号   25以上 　　180° 径･辺又対辺距離の0.5倍　　2号

棒鋼の径、辺又は対辺距離25超  　   3号   30以上

　韓　　国 ー/-/0.05以下/0.05以下 205以上/195以上/175以上 　330-430 鋼板・鋼帯･平鋼の厚5以下 　　　5号 　26以上 　　180° 厚さの0．5倍 　　1号

鋼板･鋼帯･平鋼の厚5～16以下 　　1A号 　21以上

鋼板･鋼帯･平鋼の厚16～50 　　1A号 　26以上

鋼板･平鋼の厚40をこえるもの 　　　4号 　28以上

棒鋼の径、辺又は対辺距離25以下 　　　2号 　25以上 　　180° 径･辺又対辺距離の0.5倍　　2号

棒鋼の径、辺又は対辺距離25超 　　　2号 　30以上

SS400 鋼板・鋼帯・形鋼・平鋼 　日　　本 ー/-/0. 05以下/0．05以下245以上/235以上/215以上 　400～510 鋼板･鋼帯･平鋼･形鋼の厚5以下 　　5号 　21以上 　　180° 厚さの1.5倍 　　1号

及び棒鋼 鋼板･鋼帯･平鋼･形鋼の厚5～16以下 　1A号 　17以上

鋼板･鋼帯・平鋼・形鋼の厚16～50以下 　1A号 　21以上

鋼板・平鋼・形鋼の厚40をこえるもの 　　4号 　23以上

棒鋼の径、辺又は対辺距離25以下 　　2号 　20以上 　　180° 径・辺又対辺距離の1.5倍　　2号

棒鋼の径、辺又は対辺距離25超 　　3号 　24以上

　韓　　国 ー/-/0。05以下/0．05以下245以上/235以上/215以上 　400～510 鋼板・鋼帯・平鋼・形鋼の厚5以下 　　5号 　21以上 　　180° 厚さの1.5倍 　　1号

鋼板・鋼帯・平鋼・形鋼の厚5～16以下 　1Ａ号 　17以上

鋼板・鋼帯・平鋼・形鋼の厚16～50以下　1Ａ号 　21以上

鋼板・平鋼・形鋼の厚40をこえるもの 　　4号 　23以上

棒鋼の径、辺又は対辺距離25以下 　　2号 　20以上 　　180° 径・辺又対辺距離の1.5倍　　2号

棒鋼の径、辺又は対辺距離25超 　　3号 　24以上



資料５－３－２ 一般構造用圧延鋼材の日本・韓国工業規格比較 No.2

種類の記号　　適　　　　用 　国　名 　化　学　成　分 　　　機　　械　　的　　性　　質

　　　C/Mn/P/S 降伏点又耐力/N/ｍｍ2 　引張強さ　　　　　鋼　材　の　厚　さ 引張試験片　伸び　％　　　　　　　　曲　げ　性

鋼材の厚さｍｍ 　N/ｍｍ2 　　　　　　　　ｍｍ

16以下/16～40/40超 　曲げ角度　　内　径　半　径 　試験片

SS490 鋼板・鋼帯・形鋼・平鋼 　日　　本ー/－/0.05以下/0.05以下 285以上/275以上/255以上 　490～610 鋼板・鋼帯・平鋼・形鋼の厚5以下 　　5号 　19以上 　　180° 厚さの2倍 　　1号

及び棒鋼 鋼板・鋼帯・平鋼・形鋼の厚5～16以下 　 1A号 　15以上

鋼板・鋼帯・平鋼・形鋼の厚16～50以下　 1A号 　19以上

鋼板・平鋼・形鋼の厚さ40をこえるもの　　4号 　21以上

棒鋼の径・辺又対辺距離25以下 　　2号 　18以上 　　180° 径・辺又対辺距離の2倍　　2号

棒鋼の径・辺又対辺距離25超 　　3号 　21以上

　韓　　国ー/－/0.05以下/0.05以下 285以上/275以上/255以上 　490～610 鋼板・鋼帯･平鋼・形鋼の厚5以下 　　5号 　19以上 　　180° 厚さの2倍 　　1号

鋼板・鋼帯・平鋼・形鋼の厚5～16以下 　 1A号 　15以上

鋼板･鋼帯･平鋼･形鋼の厚16～50以下 　 1A号 　19以上

鋼板･平鋼･形鋼の厚さ40をこえるもの 　　4号 　21以上

棒鋼の径･辺又対辺距離25以下 　　2号 　18以上 　　180° 径・辺又対辺距離の2倍　　2号

棒鋼の径・辺又対辺距離25超 　　3号 　21以上

SS540 厚さ40ｍｍ以下の鋼板・ 　日　　本0.3以下/1.6以下/ 400以上/390以上/ー 　540以上 鋼板･鋼帯･平鋼･形鋼の厚5以下 　　5号 　16以上 　　180° 厚さの2倍 　　1号

鋼帯・形鋼･平鋼及径・辺 0.04以下/0.04以下 鋼板･鋼帯･平鋼･形鋼の厚5～16以下 　 1A号 　13以上

又対辺距離40ｍｍ以下の 鋼板･鋼帯･平鋼･形鋼の厚16～50以下  　1A号 　17以上

棒鋼 棒鋼の径･辺又対辺距離25以下 　　2号 　13以上 　　180° 径・辺又対辺距離の2倍　　2号

棒鋼の径･辺又対辺距離25超 　　3号 　17以上

　韓　　国0.3以下/1.6以下/ 400以上/390以上/－ 　540以上 鋼板･鋼帯･平鋼・形鋼の厚5以下 　　5号 　16以上 　　180° 厚さの2倍 　　1号

0.04以下/0.04以下 鋼板･鋼帯・平鋼･形鋼の厚5～16以下 　 1A号 　13以上

鋼板･鋼帯・平鋼・形鋼の厚16～50以下 　 1A号 　17以上

棒鋼の径･辺又対辺距離25以下 　　2号 　13以上 　　180° 径・辺又対辺距離の2倍　　2号

棒鋼の径・辺又対辺距離25超 　　3号 　17以上

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
  



6．海外資材に関する関心度についての調査 

 
我が国では海外建設資材を有効利用することが重要であるとの判断で４.１章に示すよう
な数々の施策がとられてきている。翻って近隣諸国が海外資材についてどのような関心を

持っているかについて、調査する。 
 
６，１ 調査方法 
東京都立大学および早稲田大学ともに海外の大学との提携や交流を行っている、このよ

うな両大学の特徴を生かして海外の技術者や研究者が建設資材に関して持っている関心の

度合を調査する。調査方法としてアンケートを実施する。 
 
6、１，１ 調査対象国の選定 
本研究における海外資材とは最終的に全世界が対称になるが、第１段階としてアジア地

域とりわけ東南アジア各国を対象に研究する。 
第１段階の調査対象国としては中国・韓国の２カ国を取り上げその後必要に応じて調査対

象国を増やす。 
 
６，１，２ アンケート調査様式の決定 
 海外大学の建設資材に関する関心度の調査を行うためにアンケート方式を決定した。ア

ンケートは出来るだけ回答がしやすいように選択肢が二つで「はい」または「いいえ」で

答えられるように考慮した。 
 調査対象国である「中国語」と「韓国語」で作成した。アンケートは先方に対する依頼

文と質問表に分かれる。 
 
６，２アンケート用紙 
 
６，２，１ 中国語のアンケート用紙 
（１） 依頼文 

各位先生: 

  本研究为东京都立大学与早稻田大学对建筑资材的动向所进行的共同研究. 

    此次的调查是对海外的建设资材是否国产化, 同时对保证建设资材的质量规格是怎么规

定的，以及将来是否有制定共通规格的必要性，请各位提出宝贵的意见。 

各种事项的问题在别纸里(上)记载了。 

虽然各位可能不都是直接或建设资材的出口和进口的相关人员,但是还是希望各位能够

用各位所见所闻的知识协助调查。请多关照。谢谢合作! 

如果有什么问题和疑问，请不要客气,请与下列的联系处进行询问。 



下面是本研究关系处的通讯录。 

○ Dr. Eng. Professor Takahiro Iwatate 

Tokyo Metropolitan University School of Engineering 

E-mail:  rock-tak@ecomp.metro-u.ac.jp  

Hachiouji-shi Minamioosawa 1-1, Tokyo 

192-0397, JAPAN 

TEL. +81-426-77-2946  FAX. +81-426-77-2772 

○ Dr. Eng. Visiting Professor Aketo Suzuki 

Research Center for Science and Engineering, Waseda University 

E-mail: suzukiak@aoni.waseda.jp 

Bldg.55S-803, 3-4-1, Okubo, Shinjuku-ku, Tokyo, 

169-8555, JAPAN 

TEL/FAX. +81-3-3208-0349 

（２）質問書 关于国外资材的问答 

本调查为东京都立大学与早稻田大学共同企化,对国外建筑资材所进行的问答. 

回答时,请记入〇或×,也可记入简单的文章. 

1) 表-1为土木,建筑用主要资材,您在国内有没有见过国外生产的产品? 

         YES (           )            NO (            ) 

2) 同表-1为土木,建筑用主要资材,您在国内有没有使用过国外生产的产品? 

         YES (           )            NO (            ) 

3) 如有见或使用过国外生产的产品,请记入产品的名称(从表-1中选择),及生产国名. 

        产品的 NO.(         )  产品的 NO.(         )    产品的 NO.(         ) 

        生产国名(           ) 生产国名(          )     生产国名(           ) 

4) 您有无了解本国产品在外国的使用状况? 

         YES (           )            NO (            ) 

5) 您认为本国产品应被广泛使用在外国吗? 

         YES (           )            NO (            ) 

6) 您认为本国哪些产品适应于外国?如为表-1 中的产品记入其号, 其他产品记入其名称.

以下为在市场上被广泛使用的建筑资材的情报公开状况的问答.(参考:在日本,为顾客

利用之便, 建筑资材的名称,厂家,规格,价格等均被公开与月刊杂志及因特网.) 

         YES (           )            NO (            ) 

7) 贵国有无公开建筑资材的媒体?(杂志及因特网.) 

         YES (           )            NO (            ) 

8) 7)中回答 YES时,请记入媒体的名称. 

         YES (           )            NO (            ) 



9) 公开建筑资材的情报对顾客的利用提供了方便,您认为建筑资材的情报应该被公开吗? 

         YES (           )            NO (            ) 

10) 9)中回答 NO时,请记入其原因. 

         (                                            ) 

11) 对国外建筑资材的情报您认为应该被公开吗? 

         YES (           )            NO (            ) 

12) 11)中回答 NO时,请记入其原因. 

         (                                            ) 

 

以下为关于建筑资材的质量评估机构的问答. 

(参考:在日本,对国外的输入建筑资材,均根据质量评估机构对旗进行的质量评估,对产品

质量进行公认.这种评估机构被称为质量评估机构.) 

13) 贵国有无对输入建筑资材进行的质量评估机构? 

         YES (           )            NO (            ) 

14) 13)中回答 YES时,请记入质量评估机构的名称. 

         YES (           )            NO (            ) 

15) 如您了解,请记入对日本质量评估系统的意见. 

           (                                            ) 

16) 您认为贵国也应对国外的输入建筑资材进行的质量评估吗? 

         YES (           )            NO (            ) 

 

以下为关于建筑资材规格的问答. 

(参考:在欧洲,对对现在为止各国(英国 BS,德国 DIN,其他)使用的建筑规格,为使其可共

通使用,欧洲联合正准备制定统一的欧洲规格.东南亚也有制定统一建筑规格的动向.) 

17) 贵国有规格被广泛了解吗? 

         YES (           )            NO (            ) 

18) 回答 NO是请记如原因. 

         (                                             ) 

19) 请记如您对亚洲规格的想法. 

         (                                             ) 

20) 对全球资源环境保护来讲,应该对世界资源的相互输入,输出进行有效利用.请记入您

的想法. 

         (                                             ) 

 

 

 



番号 名称 番号 名称 

1.1 水泥 2.1 墙帘子 

1.2 沙 2.2 石料 

1.3 碎石 2.3 OA层 

1.4 砖 2.4 玻璃 

1.5 木材 2.5 框格 

1.6 柏油 2.6 顶棚木材 

1.7 花砖 2.7 门 

1.8 普通钢材 2.8 帘子 

1.9 形钢 2.9 地毯 

10.1 小型棒钢 10.2 屋顶瓦 

11.1 H形钢 11.2 防火门 

12.1 护岸块 12.2 贴纸木材 

13.1  13.2  

 

结尾语:谢谢合作!本调查是东京都立大学与早稻田大学为了今后研究工作的参考而共同进行

的. 

 

询问处: 

○ 东京都立大学大学院土木工学专攻 教授 岩楯研究室 

住址:东京都八王子市南大泽 1-1 

E-mail: rock-tak@ecomp.metro-u.ac.jp 

○ 早稻田大学理工学综合研究中心  客員教授  铃木 明人 

住址:东京都新宿区大久保 3-4-1早稻田大学 55号馆 S803号室 

E-mail: suzukiak@aoni.waseda.jp 

 

最后在对您的工作没有妨碍的的情况下, 请告诉关于你的所属 

请在由于下列的项目有关系的地方画上〇符号 

                                                                                  

所属 

①公务员(     )        ②民营企业(      )             ③民营企业(商

社)(      )   

④建设业(      )       ⑤设计顾问(     )              ⑥设备业(      )    

⑦累计公司(      )     ⑧大学工作者(       )          ⑨学生(      )       

⑩其他(        ) 



                                                                                 

６，２，２ 韓国語のアンケート用紙 

（１）依頼状 
관계자 여러분께  
동경도립대학과 와세다대학에서 공동으로 건설산업에 있어서 재료의 동향에 대한 
연구를 진행하고 있습니다. 이번에는 해외의 건설자재가 어떠한 경과로 자국에 
공급되고 있는지, 또한 그런 자재의 품질을 보증하는 규격이 어떻게 되어있는지, 
더욱이 장래에 각 나라간의 규격을 공통화할 필요성이 있는지 여부에 대해 관계자 
여러분의 의견을 구하고자 합니다.  
질의 사항은 별지에 기재되어 있습니다.  
여러분 중에서는 직접 건설자재의 수출 또는 수입에 관여하지 않는 분도 계시리라 
예상됩니다만 현시점에서 여러분께서 알고 계시는 범위 내에서 설문에 답해주시면 
감사하겠습니다.  
혹시 질문 또는 의문점이 있으신 경우에는 아래의 연락처로 언제라도 문의해주시면 
성심성의껏 답변해드리겠습니다.  
이 연구의 관계자 연락처는 다음과 같습니다.  
 
 ○ Dr. Eng. Professor Takahiro Iwatate  
 連絡先：略 
 ○ AKETO SUZUKI, Dr. Eng, VISITING PROFESSOR,  

   連絡先：略 
(2) 質問状 

해외자재에 관한 질의사항 

이 질문은 동경도립대학과 와세다대학이 공동으로 해외의 건설자재에 대해 조사연구를 

하고 있는 <연구회>의 해외기관에 관한 설문조사입니다.  

회답은○또는×로 표기하도록 되어 있으나, 경우에 따라 간단한 문장으로 기입해주시면 
감사하겠습니다.  

1) 첨부된 표-1 은 토목 ・건축의 주요자재 입니다만 그 중에서 귀하의 국가가 아닌 

국외에서 제작된 제품을 지금까지 귀하의 국내에서 보신 경우가 있으십니까?  

YES (            )          NO (             ) 

2) 표-1 의 토목 ・건축의 주요자재 중에서 귀하의 국외 생산 제품을 국내 현장에서 

사용하신 경험이 있으십니까?  

YES (            )          NO (             ) 

 

 



 

 Table-1 List of Construction Materials  

  

No. Name of Materials No. Name of Building Materials 

1.1 cement 2.1 curtain wall 

1.2 sand 2.2 stone 

1.3 crashed stone 2.3 OA Floor 

1.4 brick 2.4 glass 

1.5 timber 2.5 metal framed glass sliding window 

1.6 asphalt 2.6 celling materials 

1.7 tile 2.7 doors 

1.8 normal steel 2.8 curtain 

1.9 structural steel 2.9 carpet 

10.1 iron rod 10.2 flooring 

11.1 H-beam 11.2 tile for roof 

12.1 shore protection concreat block 12.2 fireproof door 

13.1 13.2 sealing materials 

 

3) 만약 국외에서 생산된 제품을 보시거나 사용하신 경험이 있는 경우 그 제품의 

품명을 표-1 에서 선택하여 어느 나라 제품인지를 기입해주시기 바랍니다.  

제품 NO (            ), 제품 NO (            ), 제품 NO (            ) 

    제조국 (             ),  제조국 (              ), 제조국 (             ) 

4) 귀하는 귀하의 국가 제품(건설자재)이 외국에서 사용되고 있는 지 알고 계십니까?  

YES (            )          NO (             ) 

5) 귀하는 귀하의 국가 제품이 외국에서 사용되면 훨씬 좋을 것으로 생각하십니까? 

YES (            )          NO (             ) 

6) 귀하의 국가에서 생산된 건설자재중에서 어느 제품이 외국에서 사용되는데 

적합하다고 생각하십니까? 표-1 에 해당되는 제품의 경우 제품번호를 기입해 

주시고 해당되지 않은 경우에는 기타에 직접 기입해주시기 바랍니다.  

제품 NO (            ), 제품 NO (            ), 제품 NO (            ) 

    기타 (                                                               ) 

 

◎지금부터 건설자재를 널리 시중에서 이용하기 위한 정보공개의 존재에 대한 질의 

입니다. (참고로 일본에서는 건설자재의 자재명칭 ・ 제조사명이나 규격, 단가 등을 

월간잡지 또는 인터넷의 홈페이지에서 공개하여 사용자가 쉽게 이용하도록 실시하고 

있음) 



 

7) 귀국은 건설자재정보를 공개하는 매체(잡지 또는 홈페이지)가 있습니까? 

YES 또는NO에 ○를 표기해주시기 바랍니다. 

YES (            )          NO (             ) 

8) 7)문항에 대해 YES 로 답하신 경우 그 매체를 알려주시기 바랍니다. 매체명에○를 

표기해주시기 바랍니다. 

9) 건설자재의 정보가 공개되면 사용자 입장에서 편리합니다만, 이러한 정보공개가 

있는 것이 좋다고 생각하시는지요?  

YES (            )          NO (             ) 

10) NO 라고 답하신 분은 그 이유를 설명해 주십시오. 

    (                                                                   ) 

11) 해외건설자재에 대해서도 정보가 공개되는 매체가 있는 것이 좋다고 생각하십니까? 

    기타 (                                                               ) 

12) NO 라고 답하신 분은 그 이유를 설명해 주십시오. 

    (                                                                   ) 

 

◎ 품질심사기구에 대한 질의입니다.  

(참고로 일본에서는 수입건설자재는 품질심사기구에 의해 품질심사시험을 거쳐서 그 

품질이 확인된 것으로 공인되고 있음. 이러한 심사를 행하는 기관을 품질심사기구라고 

부르고 있음) 

13) 귀국에는 수입건설자재를 공인하는 품질검사기구 등이 있습니까? 

    기타 (                                                               ) 

14) 13) 문항에 대해 YES 라고 답하신 분은 그 품질심사기구의 명칭을 알고 계신다면 

알려주시기 바랍니다.  

    (                                                                   ) 

15) 만약 알고 계신 경우 일본의 품질심사기구의 방식에 대해 의견이 있으신 분은 밑의 

항목에 답해주시기 바랍니다. 편리 또는 불편에 ○를 표기해주시기 바랍니다. 기타 

의견의 경우 직접 기입해주시기 바랍니다.  

대단히 편리하다고 생각함. (            ) 

불편하다고 생각함  (            ) 

    기타 (                                                               ) 

16) 귀국에서도 품질심사기구가 수입건설자재를 더욱 공인하도록 하고 싶다면 YES 를 

반대의 경우에는 NO를 선택해주시기 바랍니다.  

YES (            )          NO (             ) 

 

◎ 건설자재의 규격에 대해 대한 질의입니다.  



(참고로 유럽에서는 유럽연합(EU)가 출범하여 건설자재나 기타재료에 대해 지금까지 

각국(영국 BS, 독일 DIN, 기타)이 보유하던 규격 외에 유로규격을 만들어서 각국의 

자재가 공통으로 사용되도록 하는 움직임이 있음. 동남아시아에서도 이러한 규격을 

만들어 각국의 자재가 공통으로 사용하도록 하는 움직임이 일어나고 있음.) 

17) 귀국의 규격은 세계에 널리 알려져 있다고 생각하십니까? 

YES (            )          NO (             ) 

18) NO 를 선택하신 경우 묻겠습니다. 왜 세계적으로 귀국의 규격이 널리 알려져 있지 

않다고 생각하십니까?  

    (                                                                   ) 

19) 아시아의 표준규격에 대해 귀하의 생각을 알려주시기 바랍니다. 아래의 항목중에서 

선택하여 ○를 표기해주시기 바랍니다.  

표준규격이 있다면 편리하다고 생각함  (            ) 

표준규격은 필요하지 않다고 생각함  (            ) 

현재는 잘 모르겠으므로 고려해보겠슴  (            ) 

20) 지구의 자원을 생각할 때 환경보존을 위해서도 세계로의 수출 및 수입을 전개해 

자원을 유효하게 사용하는 게 바람직하다는 의견이 있습니다만, 귀하는 이에 대해 

어떠한 생각을 가지고 계신지 아래의 의견 중에 선택하시어 ○를 표기하여 주시기 

바랍니다.  

상호 융통을 통해 자원보호를 하는 것이 바람직 함  (            ) 

자국만을 생각해서 타국에 대한 염려는 필요 없음  (            ) 

현재는 잘 모르겠으므로 고려해 보겠슴  (            ) 

 

끝으로 위 설문에 응해주셔서 대단히 감사드립니다. 이 조사결과는 동경도립대학과 

와세다대학의 공동연구의 자료로서 사용됨을 알려드립니다.  

문의 사항이 있으신 경우 아래의 연락처로 문의 하시기 바랍니다.  

담당자 : AKETO SUZUKI, Dr. Eng, VISITING PROFESSOR,  

        Research Center for Science and Engineering, Waseda University 

        e-mail:   suzukiak@aoni.waseda.jp 

        Bldg. 55S-803, 3-4-1, Okubo, Shinjuku-ku, Tokyo, 169-8555, JAPAN 

        TEL/FAX : +81-3-3208-0349 

마지막으로 귀하의 소속이나 하시는 일에 대해 폐가 되지 않는 선에서 아래의 항목에 

관계되는 곳에 ○를 표기해 주시기 바랍니다.  

①공무원 (    ), ②민간기업(제조업) (    ), ③민간기업(무역업) (    ), ④건설업 (    ), 

⑤설계회사 (    ), ⑥설비업 (    ), ⑦대학관계자 (    ), ⑧학생(대학원생 포함) (    ), 

⑨기타 (    ) 

 



 
６，３ 調査結果 
６，３，１ 中国での調査 
中国については東京都立大学が共同研究を行っている上海交通大学の関係者を中心に調

査を計画した。当初は日本国内から先方の関係者を通じて調査用紙に記入してもらうこと

で進めたが、なかなか思うように回答を得られず先方の有力者に依存することになった。 
調査に回答をいただいた関係先は上海交通大学・精華大学・中国中文大学などである。 
ここで回答の内容を箇条書きで示す。 
質問１は外国製品を見たことがあるかという質問であるが１２名中の９人が見た経験をも

っている。 
同じく質問２で外国の製品を使用した経験を問うと、経験者は５名と減ってきている。 
質問３は外国製品を知っているかであるが、回答は種々分散している。 
質問４で中国製品が外国で使われているのを知っているかとの問いには５名が知っている

と回答している。 
質問５では中国の製品が外国でもっと使われたら良いかと聞いているがこれに対しては８

人がもっと使われることを望んでいる。 
質問６では中国製品の中で何が外国で使われるのに良いかと質問した,これに対しては石材
が３人、カーペットが２人その他は鋼材など分散している。 
質問７は中国で建設資材の情報を公開している媒体はあるかを問うた。これに対しては８

名があるとの回答をしている。 
質問８ではその媒体を問うた、ホームページで「建材ネットワーク」があると回答されて

いる。 
質問９で建設資材の情報が公開されたらどうかの問いには１０名は便利になると答えてお

り、加えて資材の規格も公表すると良いとの意見もある。 
質問１１で海外の建設資材についても情報公開される場所があったらどうかの問いには１

０人が望ましいと答えている。 
質問１３で中国では輸入建設資材を認定するための品質検査機構などはありますかの質問

に、７名があると回答している。 
質問１４で上記質問１３の認定機関について聞いたが、回答があるが確認できていない。 
質問１５で日本の品質検査機構について意見を求めたが，大部分の人がわからないようで

ある。 
質問１６で中国でも品質検査機構を設けて輸入建設資材を認定したらどうかと聞いたとこ

ろ全員が賛成している。 
質問１７中国の建設資材に関する規格は世界でよく知られているかとの問いには９人がそ

のように答えている。 
質問１９でアジア標準の規格について問うたところ４名が答えている。その中には「主要



な資材については国際規格が可能で、主要でない部品については相互換算方式が良い。」ま

た「作ることは良いことだが、作ることが大変です」との意見もあった｡ 
質問２０の環境保全のために世界中で相互に輸出したり輸入して資源を保護してはどうか

との問いには全員が賛成している。 
 
６，３，２ 韓国での調査結果 
中国以上に困難であったのが韓国の調査である。当初は韓国の資材を日本に多く輸出し

ている三星物産建設部門の関係者を通してアンケートを行う予定であったが先方の回答が

大幅に遅れ本研究の締め切りに間に合わないことも予想されたので別途現地の有力者に調

査を依頼した。 
質問１の外国の建設資材を見たことがあるかの問いに対して１４名中ほとんどの１３人が

見たことがあると回答している。 
質問２に対しては外国産の資材を使った経験がある人は９人で多い。 
質問３は外国産の資材を見たか使った経験がある人に対してどのような製品を知っている

かを問うた。回答の中で一番多いのがセメントであり７人が回答している。その内訳は中

国製が４人、日本製が２人，その他となっている。次にタイルについての回答は５人で、

スペイン、アメリカ，イタリアなどの製品が使われている。３番目が木材の３人でカナダ

の２人，インドネシア１人となっている。 
質問４は韓国製品が外国で使われているのを知っているかとの問いに対して１１人が知っ

ていると答えている。 
質問５は韓国製品が外国で使われたら良いかとの問いに対して１１人がもっと使われたら

良いと答えている。 
質問６の韓国製品がもっと外国で使われたら良いもののトップはセメントで７人、ついでH
型鋼、型鋼とタイルがそれぞれ４人である。 
質問７は韓国で建設資材情報を公開している媒体があるかとの問いであるが、１１人があ

ると答えている。 
そして質問８ではその媒体名を問うた、回答の多くに「物価情報/建設資材」のように答え
ている。今回この実物を確認できていないが、是非実物を見てみたいものである。 
質問９は建設資材の情報が公開されていると良いかと問うたが、全員が便利であるので公

開が望ましいと回答している。 
質問１１は海外の建設資材についても情報公開される場所があるといいかと聞いたが、こ

れも全員が望ましいと回答している。 
質問１３では韓国で輸入建設資材を認定するための品質検査機構があるかと聞いたが、有

るという回答が多く出ている。 
質問１４は上記機構の名前を聞いたが、韓国品質試験研究所または国定認定試験所の名前

が挙がっている。これについても実態を確認する必要がある。 



質問１５で日本の品質検査機構について意見を求めたが情報不足との意見があり、よく知

られていないのが実態であろう。 
質問１６で韓国で品質検査機構をもって輸入建設資材を認定したらとの問いには全員が賛

意を述べている。 
質問１７の韓国の規格が世界で知られているかとの問いには全員が知られていないと回答

している。 
質問１８ではなぜ韓国規格が国際的でないのかと聞くことになったが，広報不足から規格

自体が脆弱と種々の意見が出ている。 
質問１９アジア標準の規格についてはどうかと質問したがほとんどの人が標準規格があれ

ば便利との回答をしている。 
質問２０は環境保全のために世界中で相互に輸入や輸出を行い資源を保護すべきであると

全員が述べている。 
 
６，４  調査結果から得られた成果および今後の問題点 
 中国･韓国の調査を行った結果を箇条書きにして示す。 
１） 中国と韓国の意見では両国ともに「環境保護のために相互に輸出や輸入を行い資源

を保護したいという」熱き気持ちであり、全回答者がこの質問には資源保護すべきである

と答えている。 
２） 建設資材に関する情報公開があると便利との意見が両国でも多く見られた。そして

海外の建設資材についても情報公開されると便利であると述べている。日本国内でも同じ

ような意見が上げられているが、どの国でも身近な建設資材についての情報が出来るだけ

公開されることが望まれていることがわかる。 
３） 回答された韓国の情報公開誌や中国のホームページについては今後確認する必要が

ある。さらに日本の情報公開誌である「建設物価」やホームページと比較検討ができれば

よい。 
４） 注意して見なければいけないのが、各国でも品質検査機構をもって輸入建設資材の

認定を行えたらよいと考えていることである。このような意見を尊重して相互に品質検査

を行うことも考えられるが,日本国内の品質検査機構に対して海外のメーカーなどから問題
点が指摘されているので、より進んだ検討が必要である。 
５） ついでアジア標準にたいして標準規格があれば便利との意見が多く出た。今回の調

査では韓国のほうがより熱心と思われたが、両国の工業化の進展速度によるものか単純な

比較は困難でありより検討が必要である。 
最後に今回の調査によって中国･韓国ともに大学関係者の中に建設資材について情報公開

を行い、アジア標準などを研究したらよいとの意見が出た。最終的に将来のアジア標準に

関する共同研究の基礎を築くべきであると考える。 
 



 
７ データの集積・利用・管理方法についての調査研究 
海外建設資材を有効利用するためにはこれまでの調査によって、① 海外建設資材の品

質審査制度の拡充、②日本のビジネス感覚の国際化、③建設資材等の規格・仕様等の標準

化、④海外建設資材情報の公開が重要と指摘された 
これらの指摘事項の中で重要な事項が④の情報交換の場を充実させることである。 
情報交換の場を整備するための必要事項をまとめると情報交換のための５W1H（When. 

Who, What, Why, How）であらわされる。このような５W1Hは情報を見る側と情報を提
供する側にわけて表現可能であり、すべての事項に対してこれらを明確にしておく必要が

ある。 
 
７，１  データ集積・利用・管理についての問題点 
 本研究開始時点（２００３年１０月）で海外建設資材を有効利用するために公開されて

いたメデアはインターネットのウエブサイトと雑誌の２種類である。ウエブサイトには日

本貿易振興機構 JETRO による住宅用資材情報、および日本建設情報総合センターJACIC
による海外建設資材情報、さらに民間の建築用資材情報として１４設計事務所の協賛によ

るウエブサイト「Archimap」にカナダの住宅建材など少量が紹介されており、大林組が運
営するウエブサイト「Cone」には輸入１７品目が紹介されている。この他に民間各社は輸
入住宅や輸入建築資材について独自の PR用のウエブサイトを立ち上げている。 
 雑誌は建設物価調査会が発行している「建設物価」ならびに経済調査会が出版している

「積算資料」に品質認定が得られた建設資材の情報および輸入主要資材の情報が掲載され

ている。 
このように海外建設資材についての情報交換の場は非常に限られた場面のみで構成され

ていた。 
本研究開始後の２００４年５月に入り建設物価調査会がウエブサイト「建設 NAVI」の中
で海外資材情報を提供するようになった。 
 
７，１，１ 海外建設資材に関する動きと団体 
我が国は１９９４年から公共工事コスト縮減を目指した運動を展開しておりこの中でも海

外建設資材の活用を図ることが取り上げられている。ここでコスト縮減運動とあわせて各

組織が行っている海外建設資材の情報公開の状況を調べ、一覧にして表７－１に示す。こ

の表は政府の動きを貿易振興の立場と建設コスト縮減の立場とに分け、民間活動を独自の

輸出入とその他の情報公開の場と業界団体活動に区別した、さらに物価情報を公開してい

る２つの財団法人活動を区分している。海外建設資材について情報公開の動きが活発にな

ったのは政府が主導している一連の公共工事に関わる建設コスト縮減のための行動による。 
これらの情報公開の中で新しい「建設 NAVI」と海外土木資材情報コンタクトポイント



「FCOM」について比較する。加えて建築資材情報特に住宅用の資材情報について述べる。 



 

表 、７－ １ 海外建設資材情報に関わる組織一覧
政府施策 民間活動 　財団法人

　　貿易振興 公共工事コス ト縮
減

独自の輸出
入

BtoB（情報公
開 ）

業界団体活
動

建設物価調査会 経済調査会

JETRO 輸入住宅促
進協議会

IB IC FCOM 政府の動向 総合商社 ゼネコン KSS 建設 NAV I 建 設 PLAZA

設立経過 前身である特殊法人
「日本貿易振興会 」は
1958年 （昭和 33年 ）
に 、わが国の貿易を
総合的に振興する機
関として設立 され 、
1998年 （平成 10年 ）に
はアジア経済研究所
と統合し、戦後の外貨
獲得をめざした 「輸出
の振興 」、貿易黒字増
大 ・欧米 との経済摩
擦下での 「輸入の促
進 」、さらには 「開発途
上国に対する開発 ･研
究と支援 」など、時代
の要請に応じた事業
を展開 している。

９３年 ９月の
緊急経済対
策の中で輸
入住宅の促
進策協議会
を設置 した 。

建築 ・住宅関係
国際交流協議
会の中に 「国際
建築資材情報コ
ンタクトポイント」
が ９４年 ４月に
設立された。こ
の組織には二国
間国際会議部
会 ・国際建築基
準等研究部会 ・
国際協力企画
部会がふ くまれ
ている。

９４年 １２月に策
定 された 「公共工
事の建設費の縮
減に関する行動
計画 」に基づき
「海外土木資材情
報連絡会 」が
JAC ICに ９５年 ４
月に 「海外土木資
材情報コンタクト
ポ イント」FCOMを
設立 。

９４年 １２月に策定
された 「公共工事
の建設費の縮減に
関する行動計画 」
が発表され 、その
後 ９７年 ４月に 「公
共工事コス ト縮減
対策に関する行動
指針 」閣議決定 。
具体的施策として
海外資材の活用促
進 ，企画しようの標
準化 ，統一化や性
能規定化，品質検
査等の見直しを進
めている。

た とえば三
井物産は戦
前から輸出
入を担当 。
さらに １９８
７年より輸
入建材につ
いて調査を
進めてきて
いる。各種
の建材機器
を輸入して
いる。

た とえば
大興物産
は鹿島の
専門商社
として １９
４７年か ら
輸入業務
を担当し
ている。大
成建設で
は建築部
門で独自
に輸入業
務を担当
している。
主 として
建築用資
材を担
当 。

A rch im ap（建
材情報セン
ター ）に紹介
されている外
国建材は少
ない 、カナダ
の住宅建材
などを紹介 。
Cone（大林
組 ）には輸入
１７品目が提
示されてい
る。

建材インフォ
メーシ ョン
サービスシ
ステムが社
団法人日本
建材産業協
会が運用し
ている。１９
９６年から研
究が始まり２
０００年か ら
本格運用が
始まってい
る。

土木 ･建築等の
建設工事に関す
る工事費並びに
これらに要する
資材の価格及び
労務費の実態を
調査 して、工事
の設計及び見積
り等に資し、もっ
て建設事業の進
歩 、発展に寄与
することを目的 と
する。1955年発
足 。雑誌 「建設
物価 」を発行 。

「国内の一般経
済、特に物価及
び労働問題の実
態を実証的に調
査究明し、もっ
て円滑な経済活
動の推進とわが
国経済の発展に
寄与すること
(寄付行為　第 3
条 )」を目的と
する。 1946年発
足。雑誌「積算
資料」を発行。

本研究開
始時

２０００年 ９月の 「公共
工事コスト縮減に関
する新行動指針 」閣
議決定を受けてジェト
ロによる建設資材に
関する内外の規制 ，
商習慣等の調査 。規
格制度の拡充

輸入住宅に
ついて情報
公開

IB ICの中身は建
築基準相談室 ・
国際建築資材
交流会議 ・国際
建築資材ライブ
ラリーが含まれ
ている。９８年 ５
月に 「建築 ・住宅
国際機構に会の
名称変更 。

FCOMは インター
ネ ットでアクセス
可能 。FCOMの利
用頻度が低減し
ている。

２０００年 ９月 「公共
工事コス ト縮減対
策に関する新行動
指針 」閣議決定 ，
海外資材活用モデ
ル工事の実施 。海
外資材に関する情
報提供の充実 。品
質確認等制度の充
実 。

国内メー
カーの情報
公開の場で
ある。

１９９５年以来隔
年に雑誌に 「輸
入資材ハンド
ブック 」を発行 。
ホームページに
は海外建設資材
情報は公開して
いない。

２０００年秋から
２００１年 ６月に
かけて、日米の
建設資材に関
する電子商取
引の現況を調
査 して報告書を
ホームページ上
で公開 してい
る。

現況 ジェトロの情報提供分
野としては建設では
住宅関連にとどめて
活動をしている。

輸入住宅部
材センターで
は住宅輸入
と部材輸入
に対して情報
を提供 してい
る。２００２年
度の輸入住
宅供給戸数
は １万戸を超
えて堅調で
ある。

国際建築資材
情報コンタクトポ
イントか ら ISO関
連の研究に移行
しており、建築
関係の ISO化に
注力している。

国土交通省では
公共工事コス ト構
造改革プログラム
が続いている。し
たがって海外資
材情報提供の場
として新規な企画
が求められる。
具体的には各国
の特徴に合わせ
た、環境にやさし
い資材の相互交
流などを考える。
さらに国際規格開
発の提言などを
行 う。

２００３年 ９月 「公共
事業コス ト構造改
革プログラム 」にお
いて東北地方整備
局および北陸地方
整備局で引き続き
海外資材の利活用
を行う。

商社活動は
引き続き活
発に行われ
ている。

大手ゼネ
コンは海
外工事の
積極的な
受注にあ
わせて自
社の調達
業務とし
て海外資
材を利用
している。

dbNET（早大
渡辺研究室 ）
では建設物
価調査会の
協力により海
外資材情報
が提供されて
いる。イン
ターネ ット利
用の海外建
設資材情報
の提供とそ
れにともなう
ビジネスは
徐々に活発
化しつつあ
る。

国内建材産
業の紹介の
場として活
況を呈 して
いる。

海外にある無数
の建設資材の中
で日本に輸入さ
れて実際に使え
る物の紹介のた
め 、２００４年 ５月
にインターネット
上に web版の輸
入建設資材情報
を公開し始め
た。この情報は
「海外資材情報
室 」が提供してい
る。

建設 PLAZAと
い うウエブペー
ジで建設資材
情報を公開して
いる。特に海外
資材について
は見られない 。



１） 建設 NAVIと FCOM 
 「建設 NAVI」は建設物価調査会が運営しているウエブサイトであり、建設資材の価格を
公開するための情報公開機関であり利用頻度は高い。このなかの海外資材情報は輸入資材

について情報公開したもので添付資料*（略）のように資材項目で検索できるようになって
いる。このウエブサイトは公開されて時間の経過が短いので利用頻度は低い。 
 対する「FCOM」は当初から海外土木資材に関しての相談・情報提供等に関して、機動
的・積極的に対応することを目的に設立された。添付資料*（略）に見られるように海外建
設資材情報の売りたい人向けと買いたい人向けの情報紹介も掲載されているが利用頻度は

低い。 
この原因の分析は今後詳細に検討する必要があるが我が国の施策として計画されたウエブ

サイトの利用が低いことは大いに議論されなくてはいけない。 
 
２）住宅資材情報について 
住宅資材に関する情報は JETROの輸入住宅部材センターの情報提供に加えて、早大渡辺
研究室提供の「dbNET」などの情報公開機関、その他に数多くの輸入住宅販売会社がそれ
ぞれ独自にウエブサイトを公開している。このような多くの情報公開の活動に加えて国際

建築資材情報コンタクトポイント「IBIC」が ISO関連の研究に転換しており種々の媒体が
競争で情報提供を実施している。 
輸入住宅販売会社は広報が販売実績に直接響くのでウエブサイトも充実させている。こ

のような民間を対象とした住宅部材・建材販売のための情報公開は競争社会を実現してお

り提供する情報量も豊富になっている。 
 
３）まとめ 
このようなウエブサイトの調査結果から容易に推定されることは、公共事業コスト改革

プログラムに基づく「FCOM」および「建設 NAVI」だけでなく経済調査会の「建設 PLAZA」
においても競争でより積極的に情報公開を行うことが活性化の一つに対応策となる。 
可能ならば民間の競争機関が参入することも望まれる。 
 
７，１，２ 提供情報について 
海外建設資材に関する提供情報として「建設 NAVI」は物価情報を提供している。第４章
の調査結果から①品質審査の情報、②海外建設資材の使用マニュアル，③工業規格の公表

が求められている。加えて第６章で中国と韓国の意見として④環境保護、⑤品質、⑥標準

規格などを情報として公開することが望ましいとされている。 
このような多様な情報を公開する媒体としてウエブサイトを計画する。 
各機関の役割として「建設 NAVI」「建設 PLAZA」が価格情報を提供し、「FCOM」と新
規参入の民間企業等は海外建設資材の品質を中心とした情報公開に進むことが考えられる。 



７，２ データ集積･利用･管理方法の研究 
データを集積して利用するためにはどのような媒体にデータを集め利用するかが重要で

ある。 
一般に広報やニュース伝達の媒体としては①TV・ラジオ，②新聞、③本･雑誌、④ウエブ
サイトが用いられている。この中で①と②の TV・ラジオや新聞はデータの蓄積や公開には
不適であり、即時性を持つニュースに適している。他方③や④には蓄積したデータを乗せ

るのに適している。データの利用面で見ると③の本や雑誌は特別の器具を用意する必要も

なく、その媒体自体を購入すれば一般の人は容易に利用できる。それに対してウエブサイ

トを見るにはパソコンやネットワークが必要であり設備がないところでは利用できない。 
しかし現在ではパソコンとネットワークで接続されていればウエブサイトを利用すると情

報には容易にアクセスでき、検索も容易である。 
ウエブサイトが成功するためには、魅力あるデータが入っている。日々新しい情報が追

加されていること、入っている情報が正確であることが重要である。さらに多くの人が見

てくれることである。 
情報を集めて提供する仕組みは簡単に示すと図７－１のようになる。 

 
情報を提供したい人               製品（建設資材） 
建設資材を売りたい人 
      情報        注文情報 
                             要信用 
                   情報 
 
 
 
      情報                   情報 
                               注文情報   製品 
    情報が欲しい人               製品（建設資材）が欲しい人 
 
          図７―１ 情報と製品発注の流れ 
 
このように一般のウエブサイトとしての情報公開とあわせてマーケットプレースを築く

ことが可能になる。インターネットのマーケットプレースで有名なものには書籍の販売を

行っているアマゾン･ドット・コム、多くの商品を扱うヤフーオークション、我が国最大の

商店街を構成している楽天市場などがある。 
本研究で取り上げるウエブサイトは図７－１の左に示す公開ウエブサイトを対象とする。

この公開ウエブサイトは登録画面・データベース･検索画面・検索結果表示画面などで構成

媒体 
公開ウエブサイト

市場 
マーケットプレース 



される。 
本研究で提案したウエブサイトは本報告書の４章から６章の調査結果を踏まえた現在時点

で考えられる入力しやすく・利用しやすいものである。 
 
７，２，１ 情報の集積方法 
海外建設資材情報を提供者はメーカー・商社・在日外国公館など主として外国人である。

どの国でもおなじと考えられるがデータの入力は自国語が一番楽で誤りが少ない。従って

本ウエブサイトでは使用言語を日・中・韓・英の４ヶ国語から選択できるようにする。 
 図７－２は日本が韓国から輸入をする場合のフロー図である。この図の下段３行目の新

ウエブサイトへ公開のために情報を提供してもらう。 
情報提供者は日本国に建設資材の規格認定を登録しているメーカー・商社を手始めに海

外で建設資材を生産している各種メーカーなどである。情報提供にあたり、本ウエブサイ

トにアクセスして XML形式の入力表をダウンロードしてその様式に記入する。 
情報提供者は登録制にして且つ利用者より提供情報の信頼性を適宜確認して提供情報の

信頼性を確保する。なお今回計画のウエブサイトおよびデータベースは我々の検討におい

て効果的で入力しやすい形式を選定している。 
 
７，２，２ 情報の利用方法 
海外建設情報を利用する人は多種ある。たとえば設計者・施工者・発注者など建設に直

接かかわっている人もいれば一般人やマスコミなど単なる情報利用者もいる。情報利用者

は自国語での情報公開を望むので外国語で入力された言語はコードで日本語に転換される

ようにしておく、これはデータベース内部の機構が受け持つ。また検索機能を充実させイ

メージ検索の方法も考慮した。 
利用者が見る画面は７，３章で示すようにわかりやすい表示を心がけている。利用者は

アクセスフリーとして多くの人がアクセス可能である。 
 

７、２、３ 情報の管理方法 
今回提案の新ウエブサイトは FCOM改良型または新規参入版となる。 我が国において
は２００４年５月に建設 NAVI の海外資材情報提供サイトが開設されこれから海外建設資
材情報の提供者が複数になり相互に競争して情報提供する新しい時代を迎える。この時代

に新規ウエブサイトを立ち上げ、品質審査情報・工業規格の公表・海外建設資材の使用マ

ニュアル・運搬状況・貯蔵情報・環境保護情報・品質などを含む情報を提供することは有

益であり将来マーケットプレイスに拡張できるチャンスを持っている。 
管理主体とこのウエブサイトの役割を確認する必要があり細部はその後に決まる。新ウ

エブサイトの管理には専任者をあてることが必要になる。この専任者は情報提供者と利用

者に対して営業を行うとともに常に豊富な情報が提供されるような努力が必要になる。 



 

図７－３ ウェブサイトの構成
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① 資材の種類による検索
② その他の条件による検索
③ キーワードによる検索
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７，３ データ公開方法の提案 
 海外資材情報を公開するために新ウェブサイトを立ち上げる。このウェブサイトの構成

は図７－３，図７－４に示す。ここで、 
１）ウェブサーバはインターネットを経由してこのサイトに来る要求に対してアプリケー

ションサーバに処理を依頼しその結果を要求元に返す処理を行なう。 
２） アプリケーションサーバはウェブサーバよりの依頼に対して処理を行い必要に応じ 
てデータベースサーバにデータの取り出しまたは書き込みを依頼する。 
３） データサーバはアプリケーションサーバの依頼によりデータの取り出しまたは書き 
込みを行なう。 
 このようにサーバを機能ごとに分割してウェブアクセス集中時の負荷を分散させ、アク

セスが増えたら必要なサーバのみ複数台に増設できるようにしておく必要がある。 
 新ウェブサイトの特徴としては、 
 １） マーケットプレイスに利用可能な情報を提供する 
 単なる海外資材情報の提供だけでなく価格、品質審査情報・工業規格の公表・海外建設

資材の使用マニュアル・運搬状況・貯蔵情報・環境保護情報・品質なども含めた情報を提

供する。 
 ２） 資材情報提供者に利用しやすいウェブサイトである 
 利用場面としては資材情報を提供する側と、情報を利用する側の 2 つが考えられるが、
資材情報を提供する側は、コード選択による入力のし易さを考慮した画面とし極力データ

入力の手間を省いている。また情報提供者側には不正な情報改ざんを防ぐための認証機能

を備えている。 
 ３）資材情報利用者に利用しやすいウェブサイトである 
また、資材情報を利用する側は、必要とする資材情報を速く見つけられるように検索項

目および検索方法を検討している。 
 
７、４ 入力・公開・管理手法 
７、４、１ 入力方法 
 資材情報を提供するには、まずユーザ登録を行なう。登録内容は企業名、所在国、住所、

所属部署名、氏名、Ｅメールアドレス、電話番号、ＦＡＸ番号、企業の URLである。 
所在国はあらかじめ登録してある国より選択し、企業名、住所、所属部署名、氏名は自国

の言語で入力し、Ｅメールアドレス、電話番号、ＦＡＸ番号、企業の URLは ASCIIコー
ドで入力する。必要項目入力後、以後入力用にユーザ ID、パスワードを入力する。 
提供資材は、製品登録画面より入力する方法と、入力項目を指定してあるＸＭＬファイル

をダウンロードし必要項目を入力後にＸＭＬファイルをアップロードする 2つの方法があ
る。 
１） 製品登録画面より入力する方法 



   入力項目を少なくするために、製品名、製品説明（特徴）、単価以外の項目は選択肢

を選ぶ方法とする。選択肢は予めコード化して日・韓・中・英の 4言語で登録して置
く。 
添付図および表は GIFファイルまたは JPEGファイルをアップロードする。 
２） ＸＭＬファイルをアップロードする方法 
   海外建設資材データベースのデータ構造に基づくＸＭＬファイルをダウンロードし、

必要項目にデータを書き加えて、ＸＭＬファイルと添付図および表のファイルをアッ

プロードする。 
 
７、４、２ 公開方法 
 海外資材情報の公開はウェブで行なうが、必要とする情報を見つけ出すために情報の検

索が重要となる。 
検索項目として、資材の種類、規格、単価、品質、納期は基本検索項目とし、他の項目は

必要に応じて検索項目に加えられる様にする。また、任意の文字列を指定するとその文字

列を含む資材情報を検索できるようにする。 
検索結果は、一覧で表示されるが基本検索項目の昇順または降順に並び替え可能とする。 
一覧の中の 1 行を選択して、情報の詳細を表示したり PDF ファイルとして取り出したり
できるようにする。 
 
７、４、３ 管理方法 
 １） データ管理方法 
  データベースとしては、現在リレーショナルデータベース（RDB）が主流であるが、
データを交換する方法としてウエブ上で XML ファイルが使われだし階層構造をそのま
ま保存する XMLデータベース（XMLDB）も現れている。RDBと XMLDBを比較する
と表７－２のようになり、現在はデータベース管理システムが整っており検索速度が速

いため RDBの方が優れている。よって、海外資材情報データベースとしては RDBを採
用するが、データ交換にはＸＭＬファイルを使用し、将来 XMLDBに変換できるような
データ構造にしている。 
  建設資材データベースのデータ構造は表７－３，表７－４のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 



 表７－２ リレーショナルデータベースと XMLデータベースの比較 
 リレーショナルデータベース XMLデータベース 

データ構造 表形式 

複雑な構造のデータを表現するのに

は複数の表が必要となる 

木構造 

自由度が大きい 

スキーマ（データ

構造定義） 

テーブル宣言 DTD 

XML Schema 

データベース管理

機能 

有り 

DBMS 

(Database Management System) 

なし 

検索言語 SQL 
(Standard Query Language) 

XQuery 
 （XML Query） 

 
 ２）データ項目のコード化 
データの入力のし易さと正確性を期するためにデータをコード化する。表７－５にデータ

コードの一覧を示す。資材コードおよびスペックは（財）建設業振興基金 建設産業情報化
推進センターの「建設資機材コード」を使用する。 
 
７．５ システム完成後の効果について 
 研究会のメンバーの間では今回提案のウエブサイトは既存のシステムに比較して入力

方法・検索出力方法は優れている。また情報を発信するメーカーや商社に対しても使いや

すい物と考えている、従って本提案のシステムで情報公開を行えば将来的に海外建設資材

が使いやすくなりひいてはコストダウンを可能にするものと考えている。しかし管理方法

にあっては翻訳業務や利用の結果について調査をする義務が生じるのでやや従来のものに

比べて煩雑になると想定された。 
 システム完成後の効果について、テストケースを設定して海外建設資材情報の登録から、

最適情報の検索まで行なってその使いやすさ、情報の信頼性を検証する必要がある。 
また、中国と韓国の情報提供者に直接操作して意見を聞くことが必要となる。 
 
 



      図７－２ 日本へ輸出するときのフローチャート 
 

提案された新ウエブサイトの位置付け 
設計仕様は JISに従う。KS:韓国規格、GB:中国規格 
 
 
 
 
                                          No 

 
               Yes 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

                          No                            no 

 

      Yes 

 

 

輸出国の工場 

製品検査 

輸出国の規格 

輸出計画 

日本の品質検査 
（土研センター等）

JIS認定工場 
再加工 

KS＞JIS 
GB>JIS 

検査 3月 内部検査 
JIS 自動
認定 

日本へ輸出可能 

輸送方法検討

貯蔵方法検討

現場納品検査

廃棄 

値段設定 

新聞広告 
TV広告 

新ウエブサイト 建設 NAVI 

建設 PLAZA 

受注：契約 

輸送 

荷揚げ 

貯蔵 

陸上運搬 



 
 
 
 
 
 
 

表７－3  海外建設資材データベースのデータ構造
項目の説明 使用コード 入力方法

提供業者

提供業者コード 提供業者のコード 英数字 自動発番
業者種別 提供業者の種別 業者コード 選択
使用言語 使用言語 言語コード 選択
名称 ① 提供業者の名称 名称 入力：自国語
説明 ① 提供業者の説明 名称 入力：自国語
連絡先 ①

所在国 提供業者の所在国 国コード 選択
住所 提供業者の住所 名称 入力：自国語
部署名 担当者の部署名 名称 入力：自国語
担当者 担当者名称 名称 入力：自国語
TEL 電話番号 数字,- 英数字・記号
FAX ＦＡＸ番号 数字,- 英数字・記号
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 担当者のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 英数字,@ 英数字・記号
URL 提供業者のURL 英数字,_ 英数字・記号

登録日 登録日 yyyy/mm/dd 英数字・記号

メーカ
名称・説明・連絡先 連絡先 ①と同じ項目 ①と同じ項目
生産工場

名称 生産工場の名称 名称 入力：自国語
住所 生産工場の住所 名称 入力：自国語

輸入業者
名称・説明・連絡先 連絡先 ①と同じ項目 ①と同じ項目

販売業者
名称・説明・連絡先 連絡先 ①と同じ項目 ①と同じ項目

納入実績
工事名 工事の名称 名称 入力：自国語
施主名 施主の名称 名称 入力：自国語
施工期間 施工期間 yyyy/mm～yyyy/mm 英数字・記号

製品
資材コード 資材コード 建設資機材コード 選択
スペック スペック 建設資機材コード 選択
製品名 製品名 名称 入力：自国語
製品説明 製品説明 名称 入力：自国語
加工範囲 工場での加工の範囲 コード 選択
数量単位 数量の単位 コード 選択
荷姿 荷姿の種類 コード 選択
納期 納期の種類 コード 選択
単価 単価 数値 数値
品質

品質証明種別 品質証明の種類 コード 選択
品質証明番号 品質証明の番号 英数字 英数字

添付図または表

添付図または表 添付図または表（あれば載せる・複数可） 図（GIF、JPEG、PNG)
輸送方法 輸送方法 コード 選択
貯蔵方法 貯蔵方法 コード 選択
荷渡し場所 荷渡し場所 コード 選択
決済方法 決済方法 コード 選択

掲載期限 製品の掲載期限 yyyy/mm/dd 数字・記号
登録日 製品の登録日 yyyy/mm/dd 自動



 
 
 
 

表７－４　  海外建設資材データベースのデータ構造

XMLタグ 項目の説明 使用コード 入力方法

提供業者

提供業者コード SupplierCode 提供業者のコード 英数字 自動発番

業者種別 SupplierClass 提供業者の種別 業者コード 選択
使用言語 Language 使用言語 言語コード 選択

名称     ① Name 提供業者の名称 名称 入力：自国語

説明 Comment 提供業者の説明 名称 入力：自国語

連絡先 SupplierAddress
所在国  LocationCountry 提供業者の所在国 国コード 選択

住所  Address 提供業者の住所 名称 入力：自国語

部署名  DepartmentName 担当者の部署名 名称 入力：自国語

担当者  Charge 担当者名称 名称 入力：自国語

TEL  Tel 電話番号 数字,- 入力

FAX  Fax ＦＡＸ番号 数字,- 入力

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  MailAddress 担当者のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 英数字,@ 入力
URL  URL 提供業者のURL 英数字,_ 入力

ユーザ名 UserName 提供者入力ユーザ名 英数字 入力
登録日 RegistrationDay 登録日 yyyy/mm/dd 自動：数字・記号

メーカ Maker
名称・説明・連絡先  MakerAddress 連絡先 ①と同じ項目 ①と同じ項目

生産工場  Factory
名称   Name 生産工場の名称 名称 入力：自国語

住所   Address 生産工場の住所 名称 入力：自国語
輸入業者 Importer
名称・説明・連絡先  ImporterAddress 連絡先 ①と同じ項目 ①と同じ項目

販売業者 Distributor
名称・説明・連絡先  DistributorAddress連絡先 ①と同じ項目 ①と同じ項目

納入実績 DeliveryResults
工事名  ConstructionName 工事の名称 名称 入力：自国語

施主名  ExecutionName 施主の名称 名称 入力：自国語

施工期間  ExecutionＰeriod 施工期間 yyyy/mm～yyyy/mm 選択：年月

製品 Product
資材コード  MaterialCode 資材コード 建設資機材コード 選択

スペック  Specifications スペック 建設資機材コード 選択

製品名  Name 製品名 名称 入力：自国語

製品説明  Comment 製品説明 名称 入力：自国語

加工範囲  ProcessingRange 工場での加工の範囲 コード 選択

数量単位  AmountUnit 数量の単位 コード 選択

荷姿  LoadFigure 荷姿の種類 コード 選択

納期  AppointedDate 納期の種類 コード 選択

単価  UnitPrice 単価 数値 数値

品質証明  QualityProof
品質証明種別   Class 品質証明の種類 コード 選択

品質証明番号   Number 品質証明の番号 英数字 入力：英数字

添付図または表  AttachedFigure
添付図または表   FileName 添付図または表（あれば載せる・複数可）図（GIF,JPEG,PNG)

輸送方法  Transportation 輸送方法 コード 選択

貯蔵方法  Storage 貯蔵方法 コード 選択

荷渡し場所  LoadFerry 荷渡し場所 コード 選択

決済方法  Settlement 決済方法 コード 選択

掲載期限  PublicationTimelim製品の掲載期限 yyyy/mm/dd 選択：年月日
登録日  RegistrationDay 製品の登録日 yyyy/mm/dd 自動

項目名



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表７－５    海外建設資材デ

1 言語
ID コード 名称（日本語） 名称（韓国語） 名称（中国語） 名称（英語）

1 ja 日本語 日语 Japanese

2 ko 韓国語 韩语 Korean

3 zh 中国語 中国语 Chinese

4 en 英語 英语 English

2 所在国
ID コード 名称（日本語） 名称（韓国語） 名称（中国語） 名称（英語） 使用言語

1 cn 中国 中国 China 3

2 jp 日本 日本 Japan 1

3 kr 韓国 韩国 Republic of Korea 2

4 ｔｗ 台湾 台湾 Taiwan 3

5 id インドネシア 印度尼西亚 Indonesia 4

6 my マレーシア Malaysia 4

7 sg シンガポール Singapore 4

8 th タイ Th 4

9 vn ベトナム Viet-Nam 4

3  製品種別 -> (財)建設業振興基金 の「建設資機材コード」を使用する
ID 分野 大分類 中分類 小分類 細分類
1 共通資材
2 土木資材
3 建築資材
4 建設機械・工具
5 公害防止、環境安全、用土資材
6 各種料金

1.4  業者種別 1.1１ 環境保護
1 メーカ 1 グリーン購入
2 輸入業者 2
3 販売業者 3

1.5  荷姿 １．１２ マニュアル
1 袋詰 1 日本語
2 バラ 2 現地語

1.6  単位
1 ｔ

2 m3

1.7  納期
1 即納
2 ３日後
3 ７日後
4 ２週間後
5 その他

1.8  品質証明種別 ○複数選択可能とする
1 ISO9001
2 JIS認定工場
3 KIS
4 GB
5 海外品質資材証明

1.9  輸送方法
1 船
2 その他

1.10  蓄積方法
1 野積み
2

일본어

한국어

중국어

영어

중국

일본

한국

대만

인도네시아

말레이시아

싱가폴

태국

베트남



８ 懸案事項の検討 
８，１ 提供情報の信頼性について 
 海外建設資材の有効利用について、実情の調査、現状分析、実務的に関連する企業,機関
等からのヒアリング、制度的な課題等を中心に各章で調査,研究した。 
その結果、海外建設資材の登録が現状から大幅に改善され、海外建設資材の外国企業から

の登録を期待できる。 
 
８，１，１ 海外資材の情報の信頼性 

1） 提供情報のデ－タ詳細は第 7章で説明しているが、基本的な構築は外国企業が直接 
にこのシステムにアプロ－チし登録ができる。その為、使用言語も日本語、英語、韓

国語、中国語の 4ヶ国語を採用し、自動的に各国語に変換する事で言語の障害と誤記
入を除いている。 

2） 入力するデ－タベ－スの項目は基本条件を全て網羅して、建設資材の採用希望者が 
一覧で理解できるシステムであり、更に日本工業規格（JIS）、日本の品質審査制度等
を含め、外国当該国の品質証明の種類、証明番号等を記入する仕様となっている。 
この方式を採用すれば、各国の品質証明発行機関の品質確保責任も意識され、誤っ 
た運用も減ると考えられる。 

3） 更に法定上の登録等はそのコピ－が閲覧できるシステムであり、必要に応じてこの 
システム担当者が確認照会することも意図している。また将来は日本の商社,代理店等
を通じて、コンタクトも可能とする事を想定している。 
このシステムの創設と日本の工業規格のインターナショナル化は情報の信頼性を高 
める事に大きく寄与する。 
この様に日本が国際的視野を含めて、日本工業規格、品質審査証明制度の承認拡大化を 
行い、さらに各国の工業規格の共通化等が進めば、相当数の海外建設資材の登録が期待で

きる。 
日本が国際的リ－ダ－シップをもってこのシステムを推進すれば、この制度の信頼性が 
アジア地域において確立するものと確信する。 
 加えて、将来日本だけでなく各国でも同一のシステムを使用する様になり、その国での 
利用も行われればデ－タの信頼性は更に向上する。 
 
８，２ 海外建設資材のジャストイン方式について 
 日本の建設工事はその工事環境、建設用地の制限、建設現場の建設資材置き場用地の制

限、建設企業の基本ビジネス思考等の変遷に伴い、建設工事現場に大量の建設資材をスト

ック、仮置きせず、建設資材取扱い企業がその都度工事進行工程に合わせて、建設資材を

搬入をしており、現況で「ジャストイン方式」と言われている。 
 



８，２，１ 日本製建設資材 

 日本製建設資材の基本的な物流の流れは： 
①製造企業――＞一次問屋（代理店）――＞建設企業の工事現場であるが、加工を必要 
とする鉄骨、鉄筋の様な建設資材は一次問屋(代理店)から加工業者を経由して工事現場に
納入されるのが基本的なフロ－である。 
 土木工事でも工事作業エリアに制限のある都市の地下鉄、地下高速道路トンネル、都市 
部の地下構造物等の都市土木工事はこの「ジャストイン」建設資材物流システムによる事 
例である。これは都市部の大型ビル建築工事と環境が類似している。 
 この建設資材の搬入方式は、生産拠点と最終消費地が国内で比較的物流が近距離にある 
利点から可能にしている。 
 
８，２，２ 海外建設資材 

 海外産建設資材は日本国内の生産と消費と異なり、図 7－2に示すように生産拠点と最 
終消費地が外国間で且つ遠距離であるため、最終消費者の要求通りの納入スケジュ－ルで 
納品が出来ないとしばしば指摘されている。なおかつ遠距離国際間の輸送のケ－スでは戦 
争、騒乱、船舶スト等の予測出来ない事態も発生する危惧もある。 
 従ってジャストイン方式に対して疑問を持つ声がある。 
 
８，３ 海外建設資材のジャストイン方式への対応 
 海外産建設資材の種類も各種あるので、すべてを一括で結論付けるのは困難で、各建設

資材別に検証する。鉄鋼関係の棒鋼、H形鋼、鋼矢板等の輸出国は韓国と台湾が主体であ
る。セメントは韓国と台湾であり、主にセメント企業か生コンプラントに納入される。 
今回の調査で建設資材も東南アジアからの輸入が多く、特殊な建設資材以外は日本の近

隣外国産が主体を占めている。外国建設資材のリスクは比較的小さいと理解できる。 
また海外建設資材の輸入商社,代理店のヒアリングでは陸揚げ以後の一次のストック、横も
ち等は日本国内取扱い商社が手配しているとのことである。このコストは建設資材の価格

に含まれるのが、「国内産建設資材のジャストイン方式のコストも価格に含まれています」

とのコメントであった。 
この様にリスクを国内商社等がカバ－している限り、ジャストイン方式は可能であ

る。 
 
９ おわりに 
２００４年９月９日の日刊建設工業新聞によると国土交通省国土技術政策総合研究所の

調査結果として２００２年度国土交通省発注土木工事の積算データをもとにした「建設コ

ストの分析結果」によると直接工事費の 43.3％を材料費が占めると述べている。この材料
費の縮減の方策として①低コストの新材料の開発、②資材の生産・流通コストの合理化、 



③新たな資材調達方法の確立を進めると述べている。 
 このように建設コストの中で大きな比率を占める材料費は海外工事においても同じよう

な割合と考えられ国内・海外の双方の工事においてコスト縮減をするために重要な役割を

持っている。 
従って国内・海外の双方の工事において海外建設資材情報を有効利用し「安い海外建設

資材が何時でも何処でも簡単に入手できる」ネットワークシステムとデータベースを構築

することは大切である。 
本研究において得られた成果をとりあげ、さらに今後本研究の成果を発展させるための

方策を述べる。 
得られた成果を列挙すると下記のようになる。 
１） 海外建設資材の輸入状況を鉄鋼、セメント、砂利・砕石について調べたがすべて 
の製品について輸入量が少ない。 
２） 土木系海外建設資材が我が国の品質審査証明を取得している品目も少ない。但し 
鉄鋼関係の JIS認定海外工場の数は 62工場と多い。 
３） 大手商社および海外建設資材取り扱い企業の意見として建設資材においても工 
業規格が統一されることを望む意見が出されている。 
４） 普通ポルトランドセメント、棒鋼、一般構造用圧延鋼材を抽出して各国の工業規 
格の比較を実施したその結果、日本 JIS、韓国 KS、中国 GBの間で相違はあるが今 
後の研究で更なる比較検討が進めばアジア共通基盤の工業規格を共有できる可能性 
がある。 
５） 中国と韓国の意見では両国ともに「環境保護のために相互に輸出や輸入を行い資 
源保護したいという」全回答者がこの質問には資源保護すべきであると答えている。 
６）  建設資材に関する情報公開があると便利との意見が中国・韓国でも多く見られた。 
 そして海外の建設資材についても情報公開されると便利であると述べている。どの 
国でも身近な建設資材についての情報が出来るだけ公開されることが望まれている。 
７）  新しいウエブサイトの基本構造が完成した。このウエブサイトは本研究の成果を 
反映しており情報提供者に入力しやすく、利用者には検索などが容易で便利なもの 
である。 
本研究の成果をより発展させるための方策 
１） 海外建設資材の新ウエブサイトの提案をしたが、その基盤として、「外国建設資材

等情報センタ－」を設立し、在日在外公館，外国民間企業等から広く海外建設資材

等の技術的，工業規格的，実務的情報を集収し，官公庁，コンサルタント，建設企

業等に情報の提供と共に調査結果の意見を発表する場とする。このセンターは建設

資材の供給者側と使用者側の双方にたった情報の提供，個別のガイダンス，コンサ

ルタントをすることおよび建設産業の世界的視野に立った調査・研究を目的とする。 

２）上記センター業務の一環として，国土交通省の海外駐在アタッシェ等を通じて，



海外建設資材情報の収集と日本の建設資材の施策等を各国に公開する場とする。 

３） 在日の外国コンサルタントを活用し、海外建設資材採用時のシミュレーション  

等を検討させる。 

４） 海外建設資材品質審査証明機関」は審査手続き等の詳細を一般に公表し，審 

査期間，審査料，審査方法等が容易に理解できるシステムにする。 

５） 国内の民間審査機関が一定の技術的要件を具備していれば，代行制度を考察す

る。 

６） 経済産業省が主管する日本工業規格(ＪＩＳ)の海外委託審査機関の利用を検討

する。日本国内だけでなく，外国でも同様な品質審査が受けられる様にする。こ

れはＷＴＯ/ＴＢＴ協定の遵守にも寄与する。 

７） 今回の調査によって中国･韓国ともに大学関係者の中に建設資材について情報公

開を行い、アジア標準などを研究したらよいとの意見が出た。最終的に将来のア

ジア標準に関する共同研究の基礎を築くべきであると考える 
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